
HYDROGEN_REPORT_corrNov2019_JP表1&4_ol.indd 3 2020/01/17 16:00:52



© Renewable Energy Institute based on IRENA 2019

別途明記のない限り、本発行物の内容は、出典および著作権所有者が IRENA であることに然るべく言及するという条件

で、自由に使用、共有、コピー、複製、印刷および／または保存することが認められる。本発行物内の第三者に帰属する

資料は個別の使用条件や制限の対象となる場合があるため、当該資料を使用する前に、然るべき第三者から適切な許可を

得る必要がある。 

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）は、持続可能なエネルギーの未来への転換において、各国を支援する政府間組織

であり、国際協力の主要プラットフォーム、卓越した研究拠点、再生可能エネルギーに関する政策・技術・リソース・財

務面での知識の宝庫としての役割を果たす。IRENA は持続可能な開発と、エネルギーアクセスならびにエネルギー安全保

障、低炭素経済の成長と繁栄を目指し、バイオエネルギー、地熱、水力、海洋、太陽、風力エネルギーを含むあらゆる形

態の再生可能エネルギーについて、広範な適用と持続可能な利用を推進している。 

www.irena.org 

本報告書の作成にあたっては、次の専門家から知見の提供とレビューをいただいた。バート・ビーブイック氏（燃料電池

水素共同実施機構、FCH JU）、ゲラルト・リンケ氏とマイケル・ウォルター氏（独ガス・水協会、DVGW）、ハルトムート・

クラウゼ氏（DBI およびフライベルク工科大学学長）、ハン・フィーンストラ氏（オランダ経済・気候政策省）、フランク・

ワウテルス氏（EU-GCC Clean Energy Technology Network）、ポール・ルッケーゼ氏（IEA Hydrogen TCP and Capenergies）

そしてティム・カールソン氏（国際水素・燃料電池パートナーシップ、IPHE）。ローランド・ロッシュ氏、ミケタ・アサミ

氏、アカーシャン・ヴァイド氏ならびにショーン・ラトカ氏（IRENA）からも貴重なサポートをいただいた。

IRENA は、日本政府の寛大なるご支援に感謝いたします。 

ドルフ・ギーレン、エマニュエル・タイビおよびラウル・ミランダ（IRENA） 

本報告書のダウンロード www.irena.org/publications 

情報提供・ご意見などの連絡先 info@irena.org 

本発行物で採用される表記および提示される資料は、情報提供のみを目的として「現状のまま」で提供される。ただし、当該内容の特定

目的または使用に対する正確性、完全性および適合性（ただしこれらに限定されない）への IRENA 職員および代理人によるあらゆる明

示的・黙示的な保証または誓約を一切伴わないものとする。 

本発行物に含まれる情報は必ずしも IRENA の全メンバーの見解を表すものではなく、かつ何らかのプロジェクト、製品またはサービス

プロバイダーを支持するものでもない。本発行物で採用される表記および提示される資料は、いかなる地域、国、領域、都市、地区もし

くはその当局の法的地位、あるいは国境や境界の画定に関しても、IRENA 側の何らかの見解を示すものではない。 

ISBN 978-92-9260-243-7 



 

3 

略語 .................................................................................................................................................................4 

1. 知見の概要 ..............................................................................................................................................5 

2. 水素と再生可能エネルギー ....................................................................................................................7 

3. 戦略的考察 ..............................................................................................................................................9 

3.1 気候変動対策の緊急性 ....................................................................................................................9 

3.2 水素利用の現状と将来予測 ............................................................................................................9 

3.3 グリーン水素の製造への移行 ........................................................................................................11 

3.4 適用分野の拡大 ...............................................................................................................................15 

3.5 移行オプションとしての化石燃料ベースの水素 ..........................................................................16 

3.6 再エネ水素に対するガスインフラの役割 .....................................................................................20 

3.7 新たなコモディティとしてのクリーン水素の可能性 ..................................................................22 

4. 脱炭素化に向けた水素の役割－水素と再生可能エネルギーとの連環 ...............................................23 

4.1 再生可能エネルギー導入拡大の推進力 .........................................................................................23 

4.2 電力系統の柔軟性向上 ....................................................................................................................25 

4.3 変動性再生可能エネルギー電力の季節貯蔵 .................................................................................26 

5. 再エネ水素の競争力 ...............................................................................................................................27 

5.1 現在の水素製造コスト ....................................................................................................................29 

5.2 水素のロジスティクスコスト ........................................................................................................32 

5.3 将来の水素供給コスト ....................................................................................................................36 

6. 将来の水素および水素コモディティの取引予測 .................................................................................38 

6.1 新たなグローバル・コモディティ開発に向けて：遠隔地の再生可能エネルギー資源活用 .....38 

6.2 エレクトロフューエル ....................................................................................................................41 

6.3 「燃料」を超えて：水素由来のエネルギー集約型コモディティの取引 ....................................43 

7. 政策提言 ..................................................................................................................................................45 

参考文献 ..........................................................................................................................................................48 

 

  



 

4 

 

℃ 摂氏温度 kW キロワット 

ALK アルカリ kWh キロワット時 

ATR 自己熱改質 LCOE 均等化発電原価 

AUD オーストラリアドル LCOH 水素の均等化原価 

Btu 英国熱量単位 LNG 液化天然ガス 

CAD カナダドル MCH メチルシクロヘキサン 

CCS 二酸化炭素回収・貯留 MM Btu 100 万英国熱量単位 

CCUS 二酸化炭素回収・利用・貯留 MOST 中国科学技術部 

CO 一酸化炭素 MRV モニタリング・報告・検証 

CO2 二酸化炭素 Mt メガトン 

CSP 集光型太陽熱発電 MW メガワット 

DAC 直接空気回収 MWh メガワット時 

DRI 直接還元鉄 NDC 自国が決定する貢献案 

e-fuel e-燃料（エレクトロフューエル） PEM 高分子電解質膜 

EJ エクサジュール PPA 電力購入契約 

EOR 石油増進回収法 PV 太陽光発電 

EUR ユーロ R&D 研究開発 

EV 電気自動車 SOEC 固体酸化物電解セル 

FCEV 燃料電池電気自動車 SMR 水蒸気メタン改質 

GJ ギガジュール t トン 

GW ギガワット THE Tianjin Mainland Hydrogen Equipment Co., Ltd 

天津市大陆制氢设备有限公司 H2 水素 

HRS 水素ステーション TW テラワット 

ICE 内燃機関 UK 英国 

IRENA 国際再生可能エネルギー機関 US 米国 

km キロメートル USD 米ドル 
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⚫ クリーン水素の気運の高まりは、政治・ビジネスの両面で過去に例を見ないものとなっており、世界

各国で政策やプロジェクトの数が急増している。今後数十年でエネルギーシステムにおける高い水

素シェアを確保するためには、取り組みのさらなる加速が非常に重要となる。 

⚫ 近年の水素の成長については、2 つのトレンドが寄与している。再生可能エネルギー由来の水素供給

コストが低下し続けていること、そして、温室効果ガス排出削減の緊急性が高まり、多くの国が自国

経済、とりわけエネルギー需給の脱炭素化を図るべく措置を講じはじめたことである。水素を巡る議

論はこの 20 年で進化し、その用途は自動車産業から、脱炭素化が困難なエネルギー集約型産業、ト

ラック、航空、輸送、加熱といったセクターへと焦点が移行している。 

⚫ 低炭素でクリーンな水素の供給確保は不可欠である。現在から将来にかけての供給オプションとし

ては、化石燃料ベースの水素製造（グレー水素）、二酸化炭素回収・利用・貯留（CCUS）と組み合わ

せた化石燃料ベースの水素製造（ブルー水素）、そして、再生可能エネルギー由来の水素（グリーン

水素）がある。 

⚫ 再生可能エネルギー電力（以下、再エネ電力）から製造されるグリーン水素は、今後数年間で急成長

が見込まれる。現在進行中・計画中の多くのプロジェクトがこの傾向を示している。再エネ電力から

製造される水素は、現時点で技術的に実現可能であり、経済競争力を急速に獲得しつつある。再エネ

電力のコスト低下、そして変動性再生可能エネルギー電源のシェア増加に伴うシステム統合の課題

によって、グリーン水素供給オプションへの関心が高まっている。焦点となるのは、エレクトロライ

ザー（電解による水素製造装置）の導入、学習曲線によるコスト低減、そしてサプライチェーンロジ

スティクスである。これについては資金を調達しなければならない。政策立案者はまた、水素ベース

のセクターカップリング促進に向けて、法的枠組みをいかにして創出するか検討すべきである。 

⚫ 水素と再生可能エネルギーとの間には、重要な相乗効果が存在する。水素は、再エネ電力市場の成長

ポテンシャルを大きく引き上げ、再生可能エネルギーによるソリューションの適用範囲を（たとえば

産業部門において）拡大する可能性がある。また、エレクトロライザーは、需要側の柔軟性を強化で

きる。一例として、オランダやドイツなどの欧州諸国では、エンドユースセクターにおいて将来的な

電化の限界に直面しているが、これを水素で克服できる。水素はまた季節間のエネルギー貯蔵にも活

用可能である。低コストな水素は、こうした相乗効果を実現する上での前提条件となる。 

⚫ 技術の進展に伴い、エレクトロライザーはメガワット（MW）規模からギガワット（GW）規模へと

急速にスケールアップしている。技術の進展は段階的なものであり、極端なブレークスルーは期待で

きない。エレクトロライザーのコストは 2040～2050 年までに今日の 840 USD/キロワット（kW）

から半減し、同時に再エネ電力のコストも低下し続けると予想される。再エネ水素は近いうちに、未

開拓の多くの用途にとって最も安価でクリーンな水素供給オプションとなるであろう。 

⚫ ブルー水素にはいくつか魅力的な特徴があるが、本質的にカーボンフリーではない。CCUS と化石燃

料の組み合わせは、CO2 の未回収分と、貯留した CO2 が保たれていることを定量化するためのモニ

タリングと検証、そして認証が必要となる。このような透明性は、水素というコモディティの国際的

な取引に不可欠である。 
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⚫ 移行期のソリューションとしてのブルー水素の開発も、生産規模の拡大とサプライロジスティクス

の課題に直面している。CCUS の開発と導入は、過去 10 年間に設定された目標に比べると遅れを

取っている。大規模プロジェクトでこそ発揮される規模の経済性の課題同様に、追加的費用が課題と

なっている。また、社会受容性も問題点になりうる。水素の利用とロジスティクスに関する規模の経

済性などでは、グリーン水素とブルー水素の展開には相乗効果があるだろう。 

⚫ 水素ベースのエネルギー転換は、一朝一夕には実現できない。水素は、エンドユースセクターの電化

といった他の戦略に追随する可能性があり、こうした戦略においては、水素の用途が限定される。戦

略を決定した一部の国では、水素専用の供給インフラが新たに必要となることによって、水素利用が

限定的になるおそれがある。したがい、水素への取り組みは万能の方策とみなすべきではない。一方、

野心的な気候変動対策の目標を掲げる国々にとって、水素はとりわけ関連性の高い、補足的なソ

リューションとなる。 

⚫ エネルギー原単位当たりの水素供給コストは、天然ガスの 1.5～5 倍である。低コストで、高効率な

水素製造によって、このような価格の差が生じている。また、世界全体の排出の大部分を脱炭素化す

るには、クリーン水素あるいは水素由来の燃料が必要である。現在、水素の製造、輸送および転換で

は著しいエネルギー損失が発生している。これらの損失を減らすことは、水素供給コストの低減に

とって極めて重要になる。 

⚫ 水素専用パイプラインは数十年にわたって運用されている。既存または改修したガスパイプライン

による水素輸送も検討されている。これによって新規インフラ投資の必要性が減り、水素ベースのエ

ネルギー転換が加速されるだろう。ただし、設備の規格を調整する必要があり、これに時間を要する

可能性もある。今後の道筋において、天然ガスから水素への置換が急速に進むのか、あるいは天然ガ

スと水素のシェアが段階的に変化していくのかは依然としてはっきりしていない。理解を高めるこ

とが必要である。 

⚫ 水素コモディティの国際取引が発展している一方で、水素から製造するエネルギー集約的な製品の

取引も、商機としてより注目されていいだろう。アンモニア製造、鉄鋼生産、航空用液体燃料、船舶

燃料、合成有機材料の原料（パワー・ツー・Ｘ戦略の一環である、いわゆるエレクトロフューエルま

たは e-燃料）が主要な市場とみられるが、コストと効率性の障壁を克服しなければならない。再生

可能エネルギーの世界的な導入拡大が、経済的利益を伴って加速する機会ともなりうる。 
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 2019 年 6 月 16 日に公開された「持続可能な成長のためのエネルギー転換と地球環境に関する G20 軽

井沢イノベーションアクションプラン」は、国際再生可能エネルギー機関（IRENA）に対し、水素によっ

て実現するクリーンエネルギーの未来に関する経路（Pathway）のポテンシャル分析を要請している。こ

のプランでは、長期的な戦略を視野に入れつつ、水素や他の合成燃料がクリーンエネルギーの未来におい

て重要な役割を果たしうると述べている。本報告書はそれに応じて作成されたものであり、日本の東京で

2019 年 9 月 25 日に開催される第 2 回水素閣僚会議に際して発表される。 

 現在、水素の広範な利用を可能とするために、今こそ技術のスケールアップとコスト削減の好機である

とする政策論議がされている。 

 水素は、エネルギーの多様な重要課題に対処する一助となる。エネルギー集約的な長距離輸送、

化学、鉄鋼といった大きな排出削減が困難となっている一連のセクターを脱炭素化する方策を

もたらす。また大気質を改善し、エネルギー安全保障を強化できる。さらには、電力システム

の柔軟性向上にもつながる。 

 水素は、供給と利用において汎用性がある。自由自在なエネルギーキャリアであり、多くのエ

ネルギー源から製造できる。 

 水素は、再生可能エネルギーの寄与をより大きくすることができる。水素には、太陽光発電（PV）

などの再生可能エネルギーの出力変動を補うことができる。再エネ電力を貯蔵するオプション

の 1 つであり、数日間、数週間あるいは数ヶ月にわたり、最も低いコストで大量の電力を貯蔵

するオプションとなるとされている。水素および水素ベースの燃料は、再生可能エネルギーを

長距離にわたって輸送できる。 

 同時に、世界のエネルギー転換においてクリーン水素を広範に利用するには、いくつかの課題がある。 

 今日、水素のほとんどは天然ガスと石炭から供給されている。水素はすでに全世界において商

業規模で導入されているが、その製造によって、インドネシアと英国（UK）の年間排出合計量

に等しい CO2 が排出されている。 

 低炭素エネルギーによる水素製造は、現段階では高コストである。しかし、再エネ電力から水

素を製造するコストは急速に低下している。 

 水素はより広範に使用されなければならない。現在、水素は主に石油精製とアンモニア製造で

使用されている。水素がクリーンエネルギーへの転換に大きく寄与するためには、現時点では

ほぼ全く使用されていない輸送、建物、発電などの部門で活用されなければならない。 

 水素インフラの開発は難題であり、幅広い活用の障壁となっている。パイプラインの新設およ

びグレードアップ、そして効率的で経済的な輸送方法がさらに開発・導入される必要がある。 

 現行の規制は、クリーンな水素産業の発展を制限している。既存の規制が投資への不要な障壁

とならないよう、政府と産業部門が協働しなければならない。 
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 IRENA の本報告書は、水素と再生可能エネルギーのネクサス（連環）、再生可能エネルギーの急速なコ

スト低減を踏まえた水素供給の経済、エネルギー転換における水素の役割、ならびに今日まで水素の発展

を阻んできた既存の課題について深く掘り下げた観点を示す。本報告書では以下の問題を取り上げる。 

 グリーン水素（再生可能エネルギー由来の）およびブルー水素（CCUS を伴う化石燃料由来の）

の現在および将来における具体的な経済特性は？ 

 水素と再生可能エネルギーは、いかにして互いの導入を加速させることができるか？ 

 「グリーン」水素のサプライチェーンについては、どの側面に研究開発（R&D）とイノベーショ

ンの重点を置くべきか？ 

 さまざまなセクターのエンドユースの脱炭素化において、水素はどのように寄与できるか？ 

 将来における水素取引の特徴はどのようなものになるか？ 

 本報告書は、再生可能エネルギー発電コスト、エレクトロライザーならびに将来の電力・エネルギーシ

ステムの構成に関する IRENA 独自のデータセットを基礎にしている。こうした観点は水素に関する多様

な機会を理解する上で重要である。 

 この報告書は以下の 4 つの要素で構成される。 

 戦略的考察 

 水素と再生可能エネルギーとのネクサス 

 水素の経済性 

 新たな使い方を考慮した際の将来の水素コモディティ取引 
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 水素はクリーンエネルギーのキャリアで、世界規模のエネルギー転換において重要な役割を果たすこ

とができる。水素の製造起源は極めて重要である。再生可能エネルギー源由来のグリーン水素は、炭素を

ほぼ発生させない製造ルートである。再生可能エネルギーの導入を加速させることと、水素の製造・利用

との間には重要な相乗効果がある。 

 水素のロードマップと各々の機会は、さまざまな国で策定されている。具体的には、オーストラリア

（ARENA, 2018; Bruce et al., 2018）、ブラジル（CGEE, 2010）、欧州（FCH, 2019）、フランス（MTES, 

2018）、ドイツ（Robinus et al., 2018; Smolinka et al., 2018）、日本（ANRE, 2017; METI, 2016）、オラ

ンダ（Gigler and Weeda, 2018; NIB, 2017）、英国（E4tech and Element Energy, 2016）、米国（US）（US 

Drive, 2017）等である。各国の戦略は、とくに水素の製造経路と主なエンドユースにおいて相違点があ

る（Kosturjak et al., 2019）。 

 エネルギー転換における水素の導入利用は気候変動によってさらに推進される。地球温暖化による気

温上昇を摂氏 2 度（℃）未満に抑えるには、CO2 排出量を 2010 年水準比で 2030 年までに約 25%削減し、

2070 年頃までに正味ゼロを達成しなければならない（IPCC, 2018）。温暖化を 1.5℃未満に抑える合理的

な可能性のためには、全世界の人為起源の正味 CO2 排出量を 2010 年水準比で 2030 年までに約 45%削減

し、2050 年頃までには正味ゼロを達成しなければならない（IPCC, 2018）。こうした野心的な目標とは裏

腹に、排出量は最近増加している（UNEP, 2018）。エネルギー起源の CO2 排出量は、全世界の温室効果ガ

ス排出量の 3 分の 2 を占めている。経済成長と CO2 排出量増加とのつながりを断ち切るには、エネルギー

転換が今すぐ必要である。 

 水素は、今後数十年にわたって排出削減の取り組みの一端を担うことになる。IRENA の再生可能エネ

ルギー・ロードマップ（REmap）の分析では、水素は 2050 年までに、最終エネルギー消費合計の 6%を

占めることが示されている（IRENA, 2019a）。一方で、水素協議会のロードマップでは 2050 年までに 18%

のシェアを達成することが可能であると示唆されている（水素協議会, 2017）。 

 現在、年間約 1 億 2,000 万トンの水素が製造されており、そのうち 3 分の 2 は純水素、残りの 3 分の

1 は他のガスとの混合である。これは、国際エネルギー機関（IEA）の統計によると 14.4 エクサジュール

（EJ）、つまり世界のエネルギーおよび非エネルギー最終消費の約 4%に相当する。全水素の約 95%は天

然ガスと石炭から製造されており、約 5%は電気分解による塩素製造の副産物として生成される。鉄鋼業

では、コークス炉ガスも水素の含有量が高く、一部が回収されている。現在、再生可能エネルギー源から

の大規模な水素製造は行われていない。しかし、この状況はまもなく変化する可能性がある。 
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 現在、水素の大半は産業部門の現場で製造・利用されている。アンモニア製造と石油精製が主な用途

で、水素利用の 3 分の 2 を占めている（図 1）。アンモニアは窒素肥料として、またその他の化学品の製

造に使用されている。製油所では、輸送用燃料の製造のために水素を重油に添加する。石炭からのメタ

ノール製造は、近年中国で急速に拡大している。 

 今日の水素利用は、エネルギー転換とは直接的な関連はあまりないが、水素の取り扱いについては豊富

な経験が得られた。数百キロメートルに及ぶ水素パイプラインシステムは、さまざまな国と地域で整備さ

れており、何十年にもわたり事故もなく稼働している。同じように、専用トラックで水素を輸送してきた

長い実績もある。 

 このように数十年にわたる従来の用途以外では、水素利用はわずかである。エネルギー転換にとっての

水素の重要性は、新しい用途にあり、かつその脱炭素化された供給とする必要がある。 

 

 住宅部門における燃料電池用途は継続的に増加しており、2018 年末時点では全世界で 22 万 5,000 ユ

ニットが導入されている。日本は世界的なリーダーで、この用途の 98%を占めている（Staffell et al., 

2019）。 
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 IEA（2019a）によると、380 ヶ所強の水素ステーションが市民または車両向けに利用可能となってお

り、全世界の燃料電池電気自動車（FCEV）の台数は、2018 年の年末時点で 1 万 1,200 台に達し、この年

の販売台数は約 4,000 台であった。一方、電気自動車（EV）の販売台数は 250 万台であった。水素協議

会は、2025 年までに 3,000 ヶ所の充填ステーションが整備されると見込んでおり、およそ 200 万台の

FCEV に水素燃料を十分供給できることになる（Staffell et al., 2019）。 

 水素ステーションに関するこれまでの経験はさまざまである。少なくとも 3 ヶ所（ノルウェー、韓国

および米国カリフォルニア州）のステーションが重大な事故を起こしている。最近のケースは 2019 年初

めにノルウェーで起きた事故で、水素ステーションの爆発の原因は導入工事の欠陥であった。また韓国で

は、貯蔵タンクへの酸素の混入が起因した。 

 水は、エレクトロライザーと電気を用いて水素と酸素に転換できる。電気分解は、再エネ水素の展開に

おいて中心的な役割を果たす。 

 ドイツでは、送電系統運用者のアンプリオン（Amprion）とガス管路網運用会社の OGE が、1 億 5,000

万 EUR（1 億 6,800 万 USD1）に上る投資可能な計画案を発表した（Amprion and OGE, 2019）。これは、

ドイツ北西部に 100MW のエレクトロライザーと水素専用パイプラインを敷設し、2023 年の稼働開始を

目指すという計画である。VNG、Uniper、Terrawatt および DBI は、ドイツの化学工業地帯付近にエレク

トロライザーを併設した 40MW のウィンドパークの建設を計画している。このウィンドパークには、500

億立法メートルの水素貯蔵タンクと専用パイプラインが整備され、2030 年までに 200MW 規模へ拡張す

る可能性がある。また、ケルン近郊にシェル（Shell）が所有するヴェッセリング製油所では、英国の ITM 

Power とのコンソーシアムの下、2020 年に 10MW の高分子電解質膜（PEM）エレクトロライザーが稼

働する予定である。（Energate, 2018）。 

 マインツでは、2017 年から 6MW のエレクトロライザーが稼働している（BINE, 2018）。ドイツは、こ

の領域ではとくに活発な取り組みを行っている。2019 年 7 月、ドイツ政府は大規模なアップスケールが

見込まれる 11 件の実証プロジェクトを承認した（FCB, 2019）。 

 CCU P2C Salzbergen－合成メタンの製造 

 DOW Green MeOH－メタノール製造 

 Element eins－エレクトロライザー（100MW） 

 EnergieparkBL－エレクトロライザー（35MW） 

 GreenHyderoChem－エレクトロライザー（50MW） 

 H2 Stahl－高炉への水素注入 

 H2 Whylen－エレクトロライザー（10MW） 

 HydroHub Fenne－エレクトロライザー（17.5MW） 

 Norddeutsches reallabor－エレクトロライザー（77MW） 

 RefLau－エレクトロライザー（10MW） 

 REWest－エレクトロライザー（10MW） 

 

1 1 EUR＝1.12 USD（2019 年 9 月 13 日現在） 
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 同様のアップスケールの取り組みは、他の欧州各国やオーストラリア、中国、日本などで行われてい

る。こうした動きから、アップスケール（とくにエレクトロライザーユニットの能力）に対して、世界的

に強く関心が集中していることが分かる。 

 オランダのロッテルダム港では、2GW のエレクトロライザーシステムが研究されている（DI, 2019）。

またフローニンゲン州（デルフザイル）では水素の大規模な展開が計画されており、2020 年初めまでに

20MW のエレクトロライザーの整備が決定され、2020 年末までに 60MW に拡大する可能性について決

定されることになっている。このプラントは、メタノールおよび航空用合成燃料製造向けに水素を供給す

ることになる（Burridge, 2019）。 

 オーストリアのリンツでは、燃料電池水素共同実施機構（FCH JU）の資金提供によりシーメンス

（Siemens）が 6MW の PEM エレクトロライザーを供給している（IWR, 2018）。 

 ノルウェーで進められている高温エレクトロライザーのパイロットプロジェクトは、水素と CO2 から

合成燃料を製造する。このプラントは、投入電力 20MW から 8 キロトンの合成原油を製造するためにス

ケールアップされる予定である。 

 日本の福島では、再生可能エネルギーから年間 900 トンの水素を製造し、輸送用途に供給する目的で、

東芝が 10MW のエレクトロライザーを発注した。水素は、20MW の太陽光発電プロジェクトから製造さ

れる。日本の戦略には、やまなし水素・燃料電池バレーが含まれており、ここには 21MW の太陽光発電

システムと併用される 1.5MW の PEM エレクトロライザーを活用したパワー・ツー・ガス施設が導入さ

れている（Ohira, 2019）。 

 オーストラリアのピルバラ地域では、エレクトロライザーによって地元鉱業と水素コモディティの生

産に向けて電力を供給するために、15GW の太陽光・風力発電設備が開発されている（RN, 2019）。クリ

スタル・ブルック近郊では、新規水素ハブの一環として Neoen が 50MW の風力・太陽光で稼働するエレ

クトロライザーの整備を計画している。また、南部のポートリンカーンでは、日産能力 50 トンを有する

アンモニア製造設備に併設する 30MW のエレクトロライザーの開発が、計画されている（Brown, 2018）。 

 フランスでは、オー・ド・フランス地域圏プロジェクトという野心的なパワー・ツー・ガスプロジェク

トがあり、5 年間にわたり毎年 100MW のエレクトロライザー水素製造ユニットを計 5 基建設すること

を目標にしている。2021 年末までに稼働予定の 1 基目に関しては、HydrogenPro がターンキー（一括請

負）方式でエレクトロライザーを供給し、大規模水素製造設備のエンジニアリング・開発を専門とするイ

ンテグレーター、H2V INDUSTRY が開発を統括する（GasWorld, 2018; Nel, 2017）。エクソンの製油所

に隣接予定のポール・ジェローム・プラントは、石油化学産業（エクソン、トタール、Yara など）への

水素供給を目的とし、燃料の脱硫または肥料製造に活用される。ダンケルクのプロジェクトは、天然ガス

配管網に水素を導入する構成となっており、暖房や調理、モビリティに用いる天然ガスの脱炭素化に資す

る（Energy Storage & P2G, 2018; Engie, 2019; Les Echos, 2019）。 

 英国では、ITM Power が Ørsted および Element Energy と共に、Gigastack フィージビリティスタディ

（FS）を実施している。これは、ビジネス・エネルギー・産業戦略省のプログラム「Hydrogen Supply 

Competition」から資金提供を受け、国内で製造する GW 規模の PEM エレクトロライザーによって、低

コストなカーボンフリー水素の大量供給を実証するスタディである。新たに 5MW のスタックについて
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モジュール設計開発を行い、材料費を抑えることで電解水素のコストを大幅に削減する狙いがある。年間

容量最大約 1GW のエレクトロライザーを備えた半自動製造施設を開発し、5MW のユニットを複数利用

することによって大規模（100MW 強）プロジェクトの遂行を目指す。PEM エレクトロライザーは、GW

規模の再生可能エネルギー導入と相乗効果を発揮するために活用できる（ITM Power, 2019）。 

 カナダでは、Air Liquide が、世界最大規模となる 20MW の PEM エレクトロライザーを建設する。こ

れは、水力を活用した低炭素水素製造設備である（Green Car Congress, 2019）。ブリティッシュコロン

ビア州のビクトリアを拠点にする Renewable Hydrogen Canada（RH2C）は、再エネ電力（主に風力、

水力発電で増補）を用いる水電気分解法により、再エネ水素の製造を計画している。可能性のある用途の

1 つとして、120MW 相当の水素を主要な天然ガスラインに注入することで、バンクーバーのガス網の炭

素強度を削減することが挙げられる。これは、メトロバンクーバーで消費される天然ガスの 10%の削減

に相当する。電力事業者（RH2C）は、既存のインフラ活用によって、再エネ水素を最大で 10%含む水素

濃度の高い天然ガスを、新規インフラや設備の改修、あるいは安全性を損なうことなく供給できると判断

している（RH2C, 日付不明）。 

 米国では、エネルギー省には水素に関して複数の活動分野がある。エネルギー効率・再生可能エネル

ギー局には、再生可能エネルギー由来の水素製造に特化した活動分野があり、コスト・効率の明確な目標

を設定するなど、エレクトロライザーに重点を置いている（米国エネルギー省, 2019）。 

 中国では、エレクトロライザーの製造能力、とくにアルカリエレクトロライザーについては確立されて

おり、コスト競争力は極めて高い。最も重要な国内製造業者は Tianjin Mainland Hydrogen Equipment 

Co., Ltd.（THE）および Beijing CEI Technology Co., Ltd.である。THE は、アルカリエレクトロライザー

の世界トップのサプライヤーであり、1994 年以降、最大 1,000 ノルマル立法メートル/時のユニットを含

めて 400 基以上の製造プラントを供給している（THE Co., Ltd., 2019）。THE は、欧州および米国におい

て THE の設備が関与するすべてのプロジェクトについて、ノルウェーの HydrogenPro とパートナーシッ

プを組んでいる。これらのプロジェクトには、フランスのダンケルクで進行中の 5 年間にわたる大規模

パワー・ツー・ガス・プロジェクト（5 基の 100MW 水素製造ユニット）が含まれる（前述）。 

 もう 1 社の国内製造業者である Suzhou JingLi Hydrogen Production Equipment Co. Ltd.は、水電気分

解技術の研究による新しい水素製造に関して、2018 年 8 月に大連化学物理研究所と協力協定を締結し、

「973」国家研究計画の「風力発電の大規模水素製造」の一環を担っている。科学技術部（MOST）は、

中国における新しい産業の研究開発を推進している。MOST からの資金援助を受ける「863」および「973」

国家研究計画には、燃料電池の技術開発に関するプロジェクトも含まれており、これが中国における水素

開発の主要な焦点になっているようである（Holland Innovation Network China, 2019）。 

 こうした事例は、世界的な関心の高さを示している。さらに多数のパイロットプロジェクトや早期商業

プロジェクトが存在し、大型エレクトロライザーと技術改良という流れに向かっていることは明らかで

ある。 

 水素の用途については、焦点がシフトしている。15 年前は、輸送があらゆる開発の中心であったが、

最近は適用分野が拡大し、産業部門・建物部門の固定的設備や化学製品の原料へと重点が移り変わってき

た。一方で、再エネ電力の価格低下によりこれらの用途での需要が高まりつつある。また他方では、気候

変動対策の緊急性が差し迫っており、今では主要な推進力となっている。 
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 エネルギー転換に向けてグリーン水素と水素利用を強化する取り組みは多くの国で増加しており、大

規模かつ電力系統と親和性の高いエレクトロライザーがいっそう重視されている2。プロジェクトはメガ

ワット規模に移っているが、大幅なコスト削減を達成するには、さらなる研究開発、大量生産、経験によ

る学習が必要である。図 2 に示すとおり、ここ数年の傾向としては、プロジェクトの規模がスタート時

点では小さくても、指数関数的に拡大することを示している（Quarton and Samsatli, 2018）。 

 

 

 

2 エレクトロライザーそれ自体は、再エネ電力やカーボンフリー電力の使用を意味するものではない。一方、水素が追加

費用を伴うという事実は、エネルギー転換へのインセンティブを付与する政策枠組みが、クリーン電力の供給に不可欠で

あることを意味する。 
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 輸送部門で初めて水素乗用車を量産したのは、（とくに）トヨタ、ホンダおよび現代自動車（ヒュンダ

イ）であった。加えて、物流を脱炭素化するために水素トラックも開発されている（Forbes, 2019）。現

在、中型の水素 FCEV は、同様の内燃機関（ICE）自動車の約 1.5 倍のプレミアム価格で販売されている

が、メーカーによると、生産が大幅に拡大すれば著しいスケーリング効果によりコスト削減が見込めると

いう。一方、バッテリー式電気自動車は乗用車部門、とくに都市部や短距離用途でより急成長している。 

 長距離大量輸送は、FCEV にとってより魅力的な市場となりうる（IRENA, 2018a）。水素バスはすでに

広く導入されており、中国のいくつかの都市で既に数百台が走行している。欧州では、H2Bus という新

規コンソーシアムの設立がこのほど発表された。再エネ電力由来の水素を燃料とする、商業的に競争力の

あるバスを 1,000 台走行させることを目標に掲げ、第 1 段階の 600 台は 2023 年までに導入予定である。

また、日本は東京 2020 オリンピックで水素バスを活用する。 

 英国では、水素の役割は、既存の天然ガス供給インフラと組み合わせることで、熱供給の脱炭素化に向

けた重要な選択肢として、500 万人の居住者を擁する地域で徹底的な調査が行われた。今後、イングラン

ド北部で大規模なパイロットプロジェクトが実施される予定である（CCC, 2018; Sadler et al., 2018）。

詳細については Box 2 を参照されたい。 

 エレクトロフューエルまたは e-燃料は、電気分解で得られる水素と、CO2 を液体燃料に転換する新し

いコンセプト（パワー・ツー・X とも呼ばれる）である。コストは依然として高いが（DENA, 2017）、今

後数十年で 1 リットル当たり約 1 USD まで低下すると予想されている（IRENA, 2019b）。とくに、EV と

FCEV は ICE ではなく電動機を使用することから ICE 自動車と比べ効率が大幅に向上するが、これは燃

焼機関における e-燃料には当てはまらない。したがって、e-燃料のポテンシャルは、電池で代替できな

い市場に限定され、バイオ燃料と競合する。このコンセプトは、石油化学製品原料の製造にも利用できる

が、同じように、経済性は依然として厳しいものがある。 

 アンモニア（肥料）および鉄は、水素を用いて製造できる。これによって、エネルギー利用における再

生可能エネルギーのシェア拡大が見込める。アンモニア製造技術は今日、商業的に実行可能であるが、直

接還元鉄（DRI）の製造はさらなる開発が必要である。しかし DRI は有望であり、技術的に実現性があ

る。商業規模のプラントが数十年にわたって稼働しており、その数も着実に増えている。全世界の DRI 製

造量は、2018 年に 1 億トンに達している（Midrex, 2018）。 

 再生可能燃料の将来以上に、現在の水素需要は、石油製品市場の変化により大きく伸びている。すなわ

ちこれにより、（中でもディーゼルとジェット・ケロシンの）中間留分の精製収率を高める目的で（米国

エネルギー情報局, 2019）、製油所のとくに水素化分解における水素需要が拡大した（図 3）（Speight, 

2011a）。これは、乗用車が（ガソリンから）ディーゼルにシフトしていること、また（とりわけディー

ゼルとジェット・ケロシンの）中間留分と比べ（ガソリン向けの）ナフサの収率が低く済む船舶や電車に

加え、（ディーゼル）トラックや（ジェット・ケロシンを燃焼する）航空機に依拠する取引が継続的に拡

大していることが要因である。 

 また硫黄酸化物の排出規制の厳格化、低硫黄ディーゼルの需要が急速に拡大した。連動して、製油所で

の水素化処理による脱硫用途の水素需要も増加している（Speight, 2011b）。 
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 水素ニーズの上昇により、多数の製油所・化学プラントが水素の供給量増加に向けてエレクトロライ

ザーを導入済み、または導入中である。しかしながら、エネルギー転換の進展に伴い石油需要の下降が見

込まれることから、市場の長期的な見通しは不透明である。 

 

 今日、水素は、CO2 回収を伴わずに化石燃料から製造されることが多い。現時点では水素製造において

最も低コストの方法であるが、「持続可能」とはいえない。水蒸気メタン改質（SMR）で製造する水素の

CO2 排出係数は、1 キロワット時（kWh）当たり約 285 グラム（水素 1 キロ当たり 9.5 キログラムの CO2）

であり、石炭ガス化の場合は、エネルギー利用とプロセス排出のみで、水素 1 キロ当たり約 675 グラム

となる（CCC, 2018）。エネルギー転換用途には、別のクリーン水素源が必要となる。 

 1 つの選択肢は、CO2 回収・貯留（CCS）と組み合わせて化石燃料から水素を製造する、いわゆるブルー

水素である。ブルー水素は、再エネ電力由来の水素製造コストが低下する過程での「橋渡し的なソリュー

ション」として提案されてきた。化石燃料製造者にとっては事業継続の見通しがもたらされ、許容可能な

コストで気候変動対策の目標を達成する一助となりうる。 

 ブルー水素の大量製造は増加する水素需要を支え、水素と水素由来の燃料提供に向けて、世界および地

域のサプライチェーンを始動させるには重要かもしれない。しかしながら、以下の側面を考慮する必要が

ある。  
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 ブルー水素は、現時点では限定的でニッチな用途のみに展開されている。一例として、カリ

フォルニア州では FCEV に使用するクリーン水素の最低量が義務付けられている（Carbs, 

2014）。化石燃料から水素を製造する大規模プロジェクトはすべて、最初から CCS の採用が

必須となる。CCUS なしに水素を製造・利用すると、サプライチェーンにおけるエネルギー

効率の損失により、化石燃料の直接利用に比べ CO2 排出量が増加するおそれがある。 

 ブルー水素の導入がすなわち CO2 フリーであるとはいえない。CO2 の回収効率は最大でも 

85～95%と予想されるため、CO2 全量の 5～15%は漏出することになる。しかし、現在のフ

ラッグシップ・プロジェクトの回収率はこれをはるかに下回っている。米国で実施されてい

るペトラノヴァ・プロジェクトは、4 基ある石炭火力発電設備の 1 基から排ガスのわずか 3

分の 1 強しか回収できておらず、カナダのバウンダリーダム・プロジェクトの総回収率は 31%

に留まっている（FT, 2019）。最終目的は温室効果ガスの削減であるため、、他のガスも注視

しておく必要がある。たとえば、シェールガスの生産はこのほど、CO2 よりも強力な温室効

果ガスの 1 つであるメタンの主要排出源として特定された。 

 複数のメガトン（Mt）規模のプロジェクトで実証されているとおり、CO2 は地下に貯留でき

る。一方で、CO2 利用が着目されつつある。現在、回収される CO2 の大半は石油増進回収法

（EOR）に使用されている。CO2 の地下貯留状況は、EOR プロジェクトごとに異なり、かつ

時間とともに変化する。CO2 の大部分は EOR の運用時に再度放出されるおそれがあるが、現

状そのモニタリングは実施されていない。運用中の約 20 件の CCS プロジェクトは大半が

EOR 専用であるため、注入した CO2 を確実に保持することが極めて重要となる。地中貯留の

専用施設に関するデータでは漏出は示されていないものの（Rock et al., 2017）、EOR プロ

ジェクトはこれに該当せず、EOR 時の CO2 保持率は最大 96%から最低 28%と幅があり、地

層の種類が主な決定要因である（Olea, 2015）。そのため、EOR のプロジェクト設計では、コ

ストあたりの最大限の貯蔵量を考慮しなければ効果が低くなるであろう（Rock et al., 2017; 

Olea, 2015）。 

 回収した CO2 を炭酸飲料や石油化学製品、合成燃料の製造に使用する場合、元の排出源から

は CO2 は放出されないが、製品の使用後には放出される。したがって、CCUS を採用しない

場合の排出量を 2 単位とすれば、合計で 1 単位が放出されることになる。よって、正味の削

減効果は排出量の半減となる。これは大幅な改善であるが、2050 年までの地球全体でのエネ

ルギーシステム脱炭素化とは整合しない。 

 あらゆる CCS システムについて、回収・貯留率を最大化し、残余の排出量を正確に把握する

ためには、モニタリング・報告・検証（MRV）体制の導入が鍵となる。また、現時点では、

地層貯留のみがカーボンニュートラルという文脈において有望であるという状況では、貯留

効率の把握も極めて重要である。 

 最後に、化石燃料に付帯する CCS への投資により、限られた資本の投下先が再生可能エネル

ギーから化石燃料へと再び戻ってしまうおそれがある。2030 年の排出削減目標達成に向け

て、必要とされる再生可能エネルギー導入量の大幅増を考慮すると、限りのある資金源の最

も有効的な活用法とは言い難い。 
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 CCS の実証と導入の急速なスケールアップは、その普及のための必要条件として早い段階から認識さ

れている（IEA、2004）。しかし現在、CCS は発電（IEA, 2019b）および産業（IEA,2019c）の両部門で主

要な路線ではなく、2019 年 9 月時点でそれぞれ 2 件と 17 件のプロジェクトしか運用されていない。IEA

は、2030 年までに CCUS による回収量の目標を発電で 350 Mt CO2/年、産業部門で 400 Mt CO2/年に設

定しているが、2019 年 9 月時点では、発電部門で 2.4 Mt CO2/年、産業部門では「潜在的に」32 Mt CO2/

年にしか達していない。 

 多くのプロジェクトが途中で断念されたか、大幅な遅延を経験してきた。たとえば、Gorgon CCS 施設

は 2009 年に運用開始予定であったが（IEA, 2004）、実際には 10 年後の運用開始となった（Global CCS 

Institute, 2019）。2004 年の IEA 報告書に提示された提言については、未対応のものもあり、後続のプロ

ジェクトは大幅な遅延が確認されている。このように、現時点においても、CCS は初期の目標に沿って

スケールアップされていない。 

 現在運用中の CCS プロジェクトのうち、2 件が水素製造を目的としている。いずれも水蒸気メタン改

質（SMR）によって水素を製造し、製油所のプロセスで使用する。テキサスのポートアーサーで行われ

ている Air Products 社の SMR は、CO2 を油田に注入し、EOR に用いる。カナダ・アルバータ州クエス

トの CCS 施設では、長期的な地中貯留のために約 1 Mt CO2/年の CO2 を注入しており、第三者機関の

DNV GL が MRV を実施し功を奏している。運用初年度は、ほぼ毎日 80%の回収率を達成していたが、さ

まざまな理由により回収率が大幅に低下する日もあった（Rock et al., 2017）。初期プロジェクトのコス

トは高く、カナダのプロジェクトは国家政府とアルバータ州政府から約 8 億 6,500 万 CAD（6 億 5,700

万 USD）3の公的資金を受けている（Finanzen.net, 2019）。 

Box 1：水素サプライチェーン（HESC） 

 水素サプライチェーン（HESC）は、日本の援助を受けてビクトリア州（オーストラリア）で開発され

ている新規プロジェクトである。褐炭をガス化して水素に転換し、その水素を日本へ輸送する。パイロッ

トフェーズでは、ラトローブバレーのガス化プラントおよびヘイスティングス港の液化施設の建設が行

なわれる。CCS はこのフェーズに含まれないが、商用化フェーズの「不可欠な構成要素」となっており、

沖合の地中貯留サイトが調査されている。 

 5 億 AUD（3 億 4,400 万 USD）規模の本プロジェクトは、日本の政府・産業界の支援を受けており、

オーストラリア政府とビクトリア州政府はそれぞれ 5,000 万 AUD の資金を拠出している。このプラント

は年間 5,000 トンの水素と年間 1 万 8,000 トンのアンモニアを製造することになる。液化施設は 2020 年

6 月に完成予定である。パイロット段階では、2021 年までに統合サプライチェーンを実証し、商用化

フェーズへ進むか否かは 2020 年代に決定される。 

 CCS に対する関心の再燃は、今日までの進展不足を差し引いて評価すべきである。化石燃料ベースの

水素製造施設の開発には疑念が生じている。なぜなら、化石燃料ベースの水素製造は、「CCS がスケール

アップされ、回収率と効率性が大幅に向上し、適切な MRV の整備によって長期的な貯留が確実となる」

という想定によって、正当化されるものだからだ。 

 

3 1 CAD＝0.76 USD（2019 年 9 月 13 日現在）。 
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Box 2：オランダおよび英国における天然ガス由来のブルー水素 

H-vision イニシアチブ 

 H-vision は、オランダのテルダム港における初のブルー水素プロジェクト候補である。目標は 2030 年

までのプロジェクト完成である。本コンソーシアムは、港湾内およびプロセスチェーン全体における計

14 の当事者で構成される。2018 年にはビジネスケース（費用対効果）、技術的課題、水素市場および CCS

を調査するフィージビリティスタディを開始した。 

 H-vision プロジェクトは、合計 15～20 トン/時の水素を製造できる 4 ヶ所の水蒸気改質プラントを建

設し、北海 CO2 を海底貯留し、プロジェクトに参画する港湾内の産業へ水素を提供することを目指す。

最初のプラントは 2025 年に開設される予定であり、製造される水素は港湾内あるいはオランダ国内の当

事者へ輸送する。最終目標は、年間 8 Mt の CO2 回収・貯留であり、港湾内の発電設備所有者の協力が不

可欠となる（Cappellen et al., 2018）。 

Hydrogen to Magnum（H2M） 

 H2M は、Nuon、Equinor、Gasunie との協業プロジェクトである。Nuon は、フローニンゲン郊外の

エームスハーヴェンに保有する Magnum 発電所の 440 MW のユニットを水素製造設備に転換する目標

を定めた。Equinor は、自己熱改質（ATR）プラントを開発し、ノルウェーから輸入する天然ガスで水素

を製造し、CO2 を回収する。この水素は、Gasunie が開発するインフラを経由して需要家に輸送される。

本プロジェクトでは、柔軟なシステムの実現に向けて、岩塩層の地下空洞を（一次）貯留に活用すること

を目指している。CO2 はノルウェーに再び輸送され、沖合に貯留される（Cappellen et al., 2018）。 

H21 NoE 

 H21 North of England（H21 NoE）プロジェクトは、Cadent、Equinor、Northern Gas Networks 間の

提携により開発されている。目的は、2028～2034 年にイングランド北部のガス供給網を水素用に改造す

ることである。2035 年までにハンバー川河口に 12.5GW の天然ガス転換施設、8 テラワット時の水素ガ

ス貯蔵施設、主な需要地（ハル、リーズ、リバプール、ティーズサイド）への新規水素輸送パイプライン

システム、年間 2,000 万トンの CO2 貯留設備を整備する。英国のガス網の 17%を水素用に改造する必要

があると推定されており、政府の政策決定は 2023 年に下されることになっている（h21 NoE、2018；

Sadler et al., 2018）。 
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 純水素ガスを輸送するパイプラインは技術的に実現可能であり、米国、ドイツ、オランダ、フランス、

ベルギーをはじめとするさまざまな国で数十年にわたって稼働している。しかし、これらのパイプライン

システムの利用は限定的であり、水素の急速な導入規模拡大に向けての広範な基盤とはならない。 

 世界では、天然ガスの輸送・供給用の広大なインフラが整備されている地域もある。このようなインフ

ラは、水素の供給促進や、大規模かつ低コストな貯蔵源としての役割を果たすことができる（Panfilov, 

2016）。 

 水素は、低い割合であれば重大な技術的課題を伴うことなく天然ガスに混合できる。インフラ

評価の必要性があるが、大半のコンポーネントでは容量の 10～20%の割合4であれば、多額の投

資をせずに達成可能と見込まれる（IRENA, 2018a; Judd and Pinchbeck, 2016; Müller-Syring et 

al., 2013）。 

 研究によれば、天然ガスパイプラインシステムは、わずかな投資で水素ガス向けに改造できる

ことが示されているが、ケースごとに異なる。オランダに関する最近の研究では、同国内の輸送

パイプラインはコンプレッサーとガスケットの交換によって水素ガス用に改造できると結論付

けられている（DNV GL, 2017a）。どの程度の調整が必要かについても、供給システムによって

違いがある。水素ガスには一般的にプラスチック製のパイプラインが適しているが、経年した

（都市部の）鋳鉄製パイプラインは適していない。適用の際、水素ガスに対応するために設備を

調整したり、交換したりする必要があることが主な課題である。現在、天然ガスパイプラインシ

ステムに導入できる水素の量は規格により制限されている。 

 英国に関して詳細な研究が行われ、現行の高圧天然ガス輸送パイプラインを純水素向けに改造

した場合の脆化や、エネルギー密度の低減、バッファーとしてのパイプライン内での貯蔵量、な

らびに調整が必要と見込まれる一連の規制面・安全要件に関する課題が特定された（Dodds and 

Demoullin, 2013; Sadler et al., 2018）。さらなる水素脆化についての調査では、大きな影響はな

いという結果が示された。水素はパイプラインの疲労を悪化させるおそれがあるが、安全かつ

確実に対処できる。疲労は管内の圧力変動に大きく関係し、ラインパック（パイプライン内のエ

ネルギー貯蔵）に関して重要なパラメーターとなりうる（van Cappellen et al., 2018）。最後に

水素は、既存の天然ガスインフラに完全に適合可能な、合成メタンの製造に使用できる。しか

し、これには膨大なコストがかかる（とりわけ CO2 の供給・メタン化装置）ため高コストな選

択肢となるが、コスト削減の余地はある（Fasihi et al., 2019; Gutknecht et al., 2018; Sutherland, 

2019）。 

 天然ガスインフラで水素と天然ガスを併用することは、ウィン・ウィンの転換戦略となるかもしれな

い。水素に関しては、すでに存在する大きな需要とサプライチェーン（とくにガスパイプラインインフ

ラ）を取り込むことで、再生可能エネルギー由来、およびエレクトロライザーを使用する産業からの製造

をスケールアップできる。結果として、低炭素燃料への転換について天然ガスが果たす役割を引き出す一

助となる。 

 

4 エネルギーの観点からこの数値を得るには、水素の割合を容量単位当たりの天然ガスと水素とのエネルギー含有比率で

ある係数 3 で除する。 
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 再生可能エネルギー由来の水素製造コストを削減する上では、規模の経済がひとつの優先事項である

（IRENA, 2018a）。ガスインフラで対応できる水素シェアの段階的な引き上げは、再エネ電力による電気

分解の大規模展開について、信頼性のある長期的なシグナルとなる。ただし、ボイラー、ガスタービン、

調理用コンロなどのエンドユース設備がこのような段階的な移行に耐えうるか否か、慎重に評価し見極

めなければならない。 

Box 3：ガス網の改造事例 

 ガス網の改造に関してはこれまでの事例がある。従来、ほとんどの天然ガスシステムは（石炭由来の）

水素を多く含む都市ガスで運用されていた。また、天然ガスの組成にはばらつきがある。ドイツでは、10

年間で 70 億 EUR（78 億 USD）をかけてガス網をリノベーションし、需要家の 30%について、メタン含

有量の少ない天然ガス（L ガス）からメタンおよび熱の含有量が高いガス（H ガス）に切り替える事業を

行っている。これは L ガスの供給量減少に起因する。天然ガスに水素を添加することに比べると、これ

はマイナーなシフトであるように思われるが、それでも相当なコストがかかる（Newman, 2018）。 

 現段階で、このような移行に向けて必要となる水素の混合レベルは未だに不明確であり、現地のインフ

ラや規制などによって決まる可能性が高い。明らかなのは、100%水素に移行するには、多くの装置――

ならびに天然ガス輸送システムの大半と供給システムの一部―に大がかりなアップグレードが必要とな

ることである。明確なロードマップは、ほとんどその性質上、国レベルでの策定が必要で、このロード

マップにより、既存インフラを天然ガスから 100%水素に移行する上で必要となる事項は何なのか、どの

程度の天然ガスと水素の混合レベルで大規模投資が必要になるのか、また、投資の側面、必要となる水素

の量、タイムラインおよび規制の変更などから見た移行の全体像はどのようなものか、を理解する一助と

なる。 

 水素耐性を備えた設備を「通常の」更新サイクルに合わせて早期に採用すれば、コストが大幅に削減で

きる。導入開始を 5 年遅らせると、ドイツの（ガス網と地下貯蔵を含めた）ガスインフラでは約 120 億

EUR（134 億 USD）の移行コストが追加でかかってしまう（Müller-Syring et al., 2018）。 

 移行をどのように実行するのかも明確にしなければならない。1 回につき 1 つのガス供給システムを

天然ガスから 100%水素に切り替えるのか、システムの 0～20%を切り替えるのか、あるいは同時にすべ

てのシステムを切り替えるのか。移行プロセスにおいて、いかにして水素の割合が搬送システムの技術的

限界を超えないようにするのか？おそらく、まずはすべての搬送システムを 100%水素に耐えられるよう

にしてから、1 回につき 1 つの供給システムを転換しつつ、搬送システムの水素割合を増やしていくこと

になるであろう。また、供給網全体、かつ年間のさまざまな時期を通して、水素割合をどのようにして一

定に保つのか？たとえば、太陽光と風力から製造する場合、ガス網に注入する水素の水準も変動するのだ

ろうか？ 

 天然ガス網が、再エネ水素の主要な引受け手となるためには、今後数十年間でこれらの課題を解決しな

ければならない。とはいえ、これらの問題をより多く解決すべく、とくにドイツ（E.ON, 2019; Michalski 

et al., 2019）、オランダ（DNV GL, 2017a; H-vision, 2019）、英国（DNV GL, 2017b; Sadler et al., 2018）、

そして欧州各地（Florisson, 2016）で取り組みが進められている。 
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 エネルギー転換における天然ガスインフラの戦略的な活用は、既存のエネルギー大手企業および台頭

しつつある水素産業（炭化水素セクターよりも電力セクターと関わりが強い）に大きな便益をもたらし、

エネルギー転換を推進する上で幅広い支持を得ることができる。地球規模の低炭素エネルギー転換ロー

ドマップを遂行するにあたり、新規プレーヤーに加えて既存のエネルギー企業が参加し、共通の目的と明

確なロードマップを持つことで、急速な変革に支障をもたらす要因を緩和できる（IRENA, 2019a）。 

 水素は、取引可能な新しいコモディティとなる見込みがある。グリーン水素を（バイオエネルギーの燃

焼プロセスに由来する CO2 を用いるか、直接空気回収により）合成天然ガスに転換でき、既存インフラ

を経由して市場に出荷できること、ならびに SMR や CCS を利用して天然ガスを低炭素水素に転換でき

るという事実は、カナダ、イラン、ノルウェー、カタール、ロシア連邦、米国などの天然ガス生産国にとっ

ての期待となる。水素は、人が住んでいない遠隔地において低コストで製造し市場に出荷できるため、中

東や北アフリカなどの地域、そしてとくにアルゼンチン、オーストラリア、チリ、中国などの国は、新た

な好機を見出せる。そのため、水素経済への転換は、現在、国家収入の大きな部分を化石燃料の輸出に依

存している国や地域にとって新たな経済的展望をもたらすことになる。また、再生可能エネルギー源が豊

富な国にとっても新しい輸出機会を創出する。 

 パイプラインが整備されていれば、見通しは明白である。しかし、水素の輸送には液化―つまり大幅な

エネルギー損失を意味する―あるいはアンモニア、メタノール、液体有機水素キャリアなど、他のキャリ

アへの転換が必要となり、大きな損失が伴う。アンモニア、メタノール、DRI（直接還元鉄）または e-燃

料などクリーンな製品を製造するために水素をオンサイトで使用できれば、この損失を減らすことがで

きる。 

 水素取引の機会に関する詳細な考察については、「６．将来の水素および水素コモディティの取引予測」

のセクションを参照されたい。 
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 水素（または水素由来の燃料やコモディティ）の大規模な導入によって、再生可能エネルギー発電の需

要増を大いに刺激できる。IRENA は、最終エネルギー消費合計における再エネ電力由来の水素の経済的

ポテンシャルを、2050 年までに全世界で 19 EJ と見込んでいる（図 4）（IRENA, 2019a）一方で、他の機

関（水素協議会など）は、この数値が約 80 EJ まで増加するとみている（必ずしもすべて再生可能エネル

ギー由来の水素ではない）。 

 この需要に対して、電気分解に必要な再エネ電力は 30～120 EJ、または 8～30 ペタワット時となる。

つまり、2050 年において再エネ水素と水素ベースの製品を製造するには、サプライチェーン全体の損失

を考慮すると、約 4～16 テラワット（TW）の太陽光・風力発電設備容量を導入しなければならない。そ

れに比べ、現在の全世界の発電設備容量は 7 TW であり、1 TW の太陽光・風力発電設備が稼働している。 
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 加えて、（たとえば EV やヒートポンプによる）直接電化は、水素に関する他の選択肢に比べエンドユー

スの効率が高い。EV は燃料電池自動車と比較した場合 75%高いエネルギーサービスを提供し、ヒートポ

ンプを水素ボイラーと比較すると、270%高いエネルギーサービスを提供する（CCC, 2018）。 

 輸送においては、ロジスティクスチェーンにおいて（加圧および液化などで）著しい損失が発生するた

め、水素供給のための電力需要が増加する可能性がある。水素輸送の主な形態としては、以下が考えられ

る。 

 アンモニア：一次的な太陽光資源および風力資源から、トラックによる最終的な水素の供給に

至るまで、アンモニアをエネルギーキャリアとした場合、45%のエネルギー損失が定量化され

た。主な損失は水素の圧縮（19%）、エレクトロライザー（16%）そして変換器の効率（10%）

である（Obara, 2019）。 

 MCH（メチルシクロヘキサン）：同じ分析により、MCH を水素キャリアとした場合、エネルギー

損失は約 43%となった。水素化装置の排熱（15%）、エレクトロライザー（16%）および脱水素

化装置で生成されるトルエンによる損失（12%）が大半を占める。 

 液化：水素の液化プロセスでは大量の電気が必要となり、現段階では水素のエネルギー含量だ

けで 20～45%の損失につながっている（Berstad et al., 2013; Cardella et al., 2017; H21 NoE, 

2018, p.21）。 

 

 結論として、水素を大規模導入すれば電力部門に大きな影響がもたらされ、再エネ電力の導入拡大につ

いてさらなる機会が切り開かれる。 
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 水素製造は、変動性再生可能エネルギー電力（VRE）の割合が高い系統において、出力抑制の削減に役

立つ。しかし、エレクトロライザーの稼働率が約 10%以下にとどまる場合、単に安いというだけの、つ

まり「なりゆき任せであれば出力抑制の対象」となる無償の電力を使っても、大量の水素製造は難しいと

思われる。この稼働率を前提とすれば、電力コストがゼロであっても製造される水素は競争力を持てな

い。ただし、エレクトロライザーのコストがさらに下落すれば状況が変化する可能性はある。水素製造コ

ストを引き下げるには、エレクトロライザーの稼働率を高めなければならないが、出力抑制は不定期に行

われるため、対象となる電力の利用可能性とエレクトロライザーの稼働率はマッチしない。価格が低いタ

イミングでの電力購入とエレクトロライザーの稼働率増加を両立させる必要がある（IRENA, 2018a）。系

統の柔軟性向上に関しては収益性がより高い選択肢が他にも多数存在している、（IRENA, 2019c, 2018b）。 

 とはいうものの、水素エレクトロライザーは、制約がある電力システムの柔軟性を追加的に高めること

ができる。最新型のエレクトロライザーは、分または秒単位で製造量を増減させることができ、さらなる

改善が見込める（図 5）。PEM エレクトロライザーはアルカリエレクトロライザーよりレスポンスが速い

ため、新興技術でありながら、将来に向けての研究で顕著に取り上げられている。 

 系統混雑緩和のため、電力の代わりに水素を輸送する目的で、戦略的にエレクトロライザーを配置でき

るが、それは、VRE の出力抑制を回避する一助にもなる。この戦略は、たとえば北海地域における洋上

風力開発という文脈で考慮に入れることができるだろう。したがって、再エネ電力を系統に潮流させる

か、エネルギーキャリアとして水素を活用するか、各国には 2 つの選択肢がある。 
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 IRENA の分析（2019b）によると、大量の太陽光および風力発電を電力システムに統合するための貯蔵

ニーズは、現在と比べ 2050 年には大幅に増加する。再エネ電力からの水素の大量製造と水素貯蔵を組み

合わせると、季節に応じて系統に長期的な柔軟性がもたらされる（図 6）。水素貯蔵には実に多様な形態

がある。例として、圧縮または液化された純水素を地質構造で地中圧縮貯蔵、専用の人工構造物への液化

貯蔵、あるいは、液体燃料・固体燃料の製造のため他の成分と混合したり、天然ガスインフラで天然ガス

と混合するなどが挙げられる（Judd and Pinchbeck, 2016; Stetson et al., 2016）。 

 IRENA は、再エネ電力の季節貯蔵が 2030 年以降に成長市場となり、水素が重要な役割を果たすとみ

ている。一方で、現在の予測では他の柔軟性オプションの妥当性の方が高いとされていることから、今後

10 年は季節貯蔵の著しい需要の伸びはないものの、インフラと規制については、今すぐ立案を開始すべ

きだと考える。 

 オランダでは、ガス火力発電所を改造して 440 MW の水素発電設備とする事業が行われており、2023

年に試運転を予定している。国内で天然ガス由来の水素を製造し、回収した CO2 はノルウェーに輸送し

て貯留する（NS Energy, 2019）。同様のコンセプトは日本でも研究されている。 

 

 また、北欧に関する最近の研究によると、パワー・ツー・ガスの電力貯蔵は、サイクル効率が 45%と相

対的に低いものの、2050 年の再生可能エネルギーの割合が高いシナリオにおいては有益であり、採算性

があり、出力抑制の回避と再生可能エネルギーの全般的な導入拡大に資する。同研究は、水素の貯蔵と発

電部門での利用は、産業用途に比べ有益であると結論づけている。系統の容量に制約がある地域では、水

素ガスを電気の代わりに輸送し、その後発電に利用するのた有効である（DNV GL, 2017b）。  
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 この章では、グリーン水素とブルー水素の製造コストを比較する。再生可能エネルギーから製造する水

素の採算性については、3 つの主要なパラメーターが極めて重要である。すなわち、エレクトロライザー

の設備投資、製造プロセスで使用される再エネ電力のコスト（均等化発電原価、LCOE）、そして年間ベー

スの稼働時間（負荷率）である。 

 発電所規模の太陽光発電および陸上風力発電のコストは、2～3 米セント/kWh に達する場所が増えて

きた。2018 年には、太陽光発電または陸上風力発電の委託プロジェクトの平均コストは 14%下落した（図

7）（IRENA, 2019d）。 

 

 一旦質の高い水素が生産されて、固定的投資が回収されれば、エレクトロライザーの負荷率が向上する

ほど水素 1 単位のコストは安くなる。一般的に、今日の投資コスト水準からするとエレクトロライザー

の負荷率は 50%超となるべきだが、35%以上でほぼ最適レベルの水素コストに達しはじめる（図 8）。こ

のパーセンテージは、エレクトロライザーが安価になれば下落する。太陽光と風力のハイブリッドシステ

ムは有望なソリューションで、チリのアタカマ砂漠など、相互補完しつつ稼働できる場所では設備利用率

が優に 50%以上に達することもある。  
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 より費用のかかる選択肢としては、集光型太陽熱発電（CSP）プロジェクトによる水素製造がある。た

とえば、モロッコでこのほど導入された CSP プロジェクトは、8 時間の蓄熱機能を備え、最大 65%の設

備利用率で発電する計画であり夜間の発電も可能である。しかし、類似のプロジェクトは依然としてコス

トが高く、80 USD/MWh 以上となっている（IRENA, 2019c）。他の貯蔵装置も同様に、再生可能エネル

ギーからの水素製造をサポートできる。 

 競争力の観点から、再エネ水素は概ね 2.5 USD/キログラム（kg）未満で製造すべきであるが、この値

は、製造が集中型か分散型か、また市場セグメントやその他の要素によっても左右される。IRENA（2019a）

は、風力エネルギーによる比較的安い電気料金（40 USD/MWh）、そして極めて安い（20 USD/MWh）

電気料金に基づいて水素コストを定量化した。エレクトロライザー（アルカリ）の投資額は、現状約 840 

USD/kW、将来的に 200 USD/kW5と想定した（図 9）。このような前提条件によると、再エネ水素は産業

部門で利用可能な低コストの天然ガス（5 USD/ギガジュール（GJ））とは競合できないが、欧州の非住宅

部門における平均的（10 USD/GJ）ならびに高い（16 USD/GJ）天然ガス価格と競合できるであろう。 

  

 

5 200 USD/kW というエレクトロライザーコストは、現在いくつかのプロジェクトで実現しているが、将来的にはより広

い範囲で達成される見込みである。 



 

29 

 

 水素を供給する総コストは、製造コストとロジスティクスコストに分類され、地域の規制および資本コ

ストなど、財務的側面も最終的な供給コストに関係してくる。製造段階では、再エネ電力と化石燃料（天

然ガスおよび石炭）双方の価格が変動費に関係し、結果として技術別の最終的な競争力に影響する。 

 図 10 は、現時点における再エネ電力由来の水素供給コスト（平均とベストケース）を、化石燃料由来

（CCS 付帯）と比較したものである。CO2 フリーの再エネ電力は、現時点でも最も安価な水素供給源と

なりうるが、それはごく限られた状況においてのみ可能である。ベストケースでは 200 USD/kW という

低コストなエレクトロライザーを想定しているが、広い範囲でこの価格が実現するのは早くても 2040 年

以降と予想されている。しかしながら、中国の（エレクトロライザー）メーカーは、この価格がすでに実

現的になっていると主張している。23 USD/MWh という安価な再エネ電力は、ブラジルやサウジアラビ

アなどの風力発電プロジェクトで確認されている（IRENA, 2019d）。 
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 低コスト電力の利用可能性を前提とすれば、課題となるのはエレクトロライザーの高い負荷率の確保

である。水素製造の理想形は、低い LCOE と高い設備利用率の組み合わせであり、安価な再エネ電力を

最大限活用しつつ、エレクトロライザーの償却が水素の均等化原価（LCOH）に及ぼす影響を最小限に抑

えることである。図 11（左）に示すように、LCOE の低い風力（稼働時間 4,161 時間）、太陽光（同 2,356

時間）といった質の高い電源は、高い経済性をもたらすが、現状では十分に競争力を獲得できていない。

負荷率をさらに向上させるためには、追尾型の太陽光発電や風力・太陽光のハイブリッドプラント活用と

いった追加的な対策がある。 

 エレクトロライザーのコスト（セクション 4.3）と再エネ電力のコストは、いずれも長期的な低下が予

想されることから、エレクトロライザーの負荷率が果たす役割は小さくなり、再エネ電力由来の水素は、

化石燃料由来のあらゆる形態の水素と競合できるか、あるいはより安価になる（図 11、右）。ウィンド

ファームの設備利用率向上（タービン高さや技術改善）も総コストを引き下げる上で重要な要素となる。

そこで、問題は、さまざまな要因について予測される進展状況を考慮した場合、どれだけ早く競争力が得

られるか、そしてこの動きに対して補完的技術がどの程度効力を持つかということになる。 
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 水素は、専用の大規模な再エネ発電施設で製造し、需要中心地へ輸送できる。このモデルによって、大

規模なウィンドファームやソーラーファーム、適用可能であれば水力や地熱など、資源ポテンシャルを有

し、低コストな再エネ電力への投資条件が整った場所において、再生可能エネルギーの大量導入が可能と

なる。加えて、多くの場合フル稼働していない既存の送電線を活用できる。最近の分析では、競争力の獲

得は間近に迫っており、再エネ電力とエレクトロライザーのコストが低下するにつれ、競争力の継続的な

向上が期待できると示唆されている（Glenk and Reichelstein, 2019）。 

 需要中心地に近い場所で発電・送電、水素の製造を行い、ロジスティクスコストを抑えることも場合に

よっては可能だが、送電コストは増える。中長期的な水素需要の増加を考慮すると、このビジネスケース

では、系統への多額投資が必要となる可能性がある。 

 地域分散型の再エネ発電は、ロジスティクスコストを最小限に抑えられる。ただし、再エネ電力の利用

可能性とコストが制約となるため、実施可能な地域は限定される。 

 系統接続がある場合、水素の製造は電力市場における短期の価格変動、または電力購入契約（PPA）の

定額料金に依存する。前者では電力価格が安いか、中程度の時に集中的に製造されることとなる。市場で

は、電力価格の高い時間帯があり、その際は水素コストが上昇する。系統のエネルギーバランスを支える

ためのデマンドレスポンス・アセットとしてエレクトロライザーを運用し（IRENA, 2019f）、バランシン

グおよびアンシラリーサービスから利益を得ることができる（IRENA, 2018c）。後者では、水素は PPA の

定額電気料金で製造される。この場合は継続的な運用が可能となるため、運用時間が長いほど水素製造コ

ストが低くなり、プロセス全体の効率を高めることができる。ただし、このようなベースロード運用は、

電力系統の柔軟性を低下させる。 

 ロジスティクスの観点から、4 段階の発展が想定される（図 12）。 

 第 1 段階は、数メガワット規模の水素製造施設によって、大口需要家（中規模・大規模産業およ

び特定の輸送車両）に対し既存のガス網を活用して直接供給し、最終的にはそのガス網を水素グ

リッドに改造する。このアプローチにより、水素システム開発事業者は長期的な供給契約を確保

できる。 

 第 2 および第 3 段階では、上記の施設および他の新しい施設から、トレーラートラックを使い地

域の小口需要家に供給する。調整・充填センターへの投資が必要となる。 

 再エネ水素の適用が大量市場となれば、地域によって水素の不均衡が発生し、水素の余剰がある

地域から不足する地域へと輸出されることになる。その結果、大陸全域または大陸間の水素市場

が創出される可能性がある。再生可能エネルギーのポテンシャルが大きく、水素を輸出する余力

のある国（オーストラリア、チリ、アフリカ、中東、北海地方など）と、水素の需要が多いもの

の再生可能エネルギーのコストが高いか、ポテンシャルが限られる国との間での市場である。 
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 水素の製造は、必ずしも国内需要を満たす必要性はなく、国際市場への供給を想定できる。このような

プロジェクトはオーストラリアとノルウェーで開発されており、アジア市場と日本への供給を目指して

いる。 

 水素の国際市場と輸送は、天然ガスに類似しているとみなされ、長距離輸送の必要性が高くなるだろ

う。水素は体積密度が低いことに加えてエネルギー密度が相対的に高いことから、輸送するには軽いが他

の化石燃料よりもスペースが必要となる。この性質を克服するには、エネルギー損失を犠牲にして、水素

を圧縮または液化するか、アンモニア、メタノール、その他の液体有機水素キャリアに変換することが考

えられる。 

 水素の形態は、量と輸送距離によって選択される。通常はガスシリンダー（少量）、ガストレーラー（大

量・短距離）あるいは気体よりもむしろ液状（大量・長距離）となる。ガス網経由の輸送は圧縮水素が一

般的であるが、国際輸送について最も有望で研究が行われているのは、液状であり、水素を液化またはア

ンモニアに変換し、必要に応じて輸送先で水素に再度変換する方法である。MCH は可能性のある経路と

して研究されているが、現時点では他の選択肢に比べコストが高いようである（表 1）。 
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特性 液体 トルエン-MCH アンモニア（NH3） 

課題  極めて低温とする必要

性がある（約－250℃） 

 冷却・液化に多量のエネ

ルギーを要する 

 液化のコスト削減が求

められる 

 水素がもたらすエネル

ギーの約 45%を消費（現

時点） 

 長期貯蔵が困難 

 蒸発損の制御が必要（ト

ラックで 0.2～0.3% d-1） 

 漏洩のリスク有 

 脱水素化に高温熱源が

必要（300℃超、最大 300

キロパスカル） 

 脱水素化に必要な熱は

MCH がもたらす水素エ

ネルギーの約 30% 

 MCH の分子量は 98.19

グラム/mol-1 であり、水

素分子を 3 つしか保持し

ないため、トルエン水素

化では処理インフラが

大きくなる傾向あり 

 耐久性（サイクル数） 

 炭化水素と比べて反応

度が低い 

 毒性と刺激臭があるこ

とから処理が必要 

 資格を有する技術者に

よる処理と管理 

 脱水素化と精製を行う

場合は極めて高い投入

エネルギー（水素エネル

ギーの約 13%）を消費 

利点  高純度 

 脱水素化と精製が不要 

 冷却することなく液状

で貯蔵できる（輸送時の

損失が最小限） 

 貯蔵インフラが存在す

る 

 規制が存在する 

 損失なし 

 直接利用が可能 

 最も安価なエネルギー

キャリアになる可能性

あり 

 既存の NH3 インフラと

規制 

開発段階  小規模：応用段階 

 大規模：現在インフラ開

発進行中 

 実証段階  研究開発段階 

 部分的に実証段階に突

入 

必要となる 

開発・措置 

 輸送・荷役システムに関

する規制 

 水素エンジンの開発 

 液化のエネルギー効率

改善 

 水素化と脱水素化のた

めの触媒 

 エネルギー効率的な脱

水素化 

 合成過程のエネルギー

効率向上 

 アンモニアを直接燃料

とする燃料電池 

出典：Wijayanta et al.（2019） 

 

 液化天然ガスと同じく、液体水素はグローバル・コモディティとして出荷できる。液化の主な欠点は大

量の電力消費であり、液化プロセスにおける水素エネルギー量の約 20～40%に相当し6、最終的には蒸発

損でもロスが発生する。アンモニアの形態での取引も、合成および分解（脱水素）の両プロセスでエネル

ギーを大量に消費するが、総体的なエネルギー効率は高く、コストが低くなると予想される。とくに、発

電向けの直接燃焼など、最終的に水素に戻す分解が不要となるケースがこれに該当する7。しかし、（燃料

電池向けなど）純水素が求められ、アンモニアの分解が必要となる場合には、液化が最も効率的な手段と

なるであろう（Kojima, 2019; Wijayanta et al., 2019）。 

 

6 アルカリおよび PEM エレクトロライザーの水素製造時の出力圧力は異なり、PEM エレクトロライザーの方が高い。し

たがい、水素の液化については PEM に有利性があるといえる。 

7 リパワリングの道筋に関する効率はとりわけ低い。 
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 アンモニアは数十年にわたって合成、処理、輸送されており、国際サプライチェーンの存在が有利に働

く。分解工程は、現在も開発途上の技術的な課題であるが（Andersson and Grönkvist, 2019; CSIRO, 2018; 

Lamb et al., 2019; Miyaoka et al., 2018; Mukherjee et al., 2018); Miyaoka (2018), Mukherjee (2018), 

Lamb (2019)）、技術・経済面の課題が順調に解決されれば、ゲームチェンジャーになりうる。 

 また、価格・安全・管理面でポテンシャルを持つ他の液体有機水素キャリアに変換して、水素を貯蔵・

輸送することも可能である。他の経路と同様に、水素は通常、高温・高圧の発熱過程において他の化合物

と混ざっているが、高温・大気圧下の吸熱反応である脱水素反応過程を経て純水素として取り出される。

考えられる液体有機水素キャリアの例としては、メタノール、トルエン、フェナジンが挙げられる（Aakko-

Saksa et al., 2018; Niermann et al., 2019）。他の新たなソリューションとしては、シランをベースとし

た非有機的液体があり、毒性がなく安定している。この場合、プロセスで必要となるエネルギーの大半は

水素を取り出す段階で発生するが、脱炭素電力が利用できる可能性が高い（輸出国）一方で、輸入国にお

ける脱水素反応過程はエネルギー効率が極めて低くなる。 

 図 13 は、アンモニアの経路による水素供給についてさまざまなケースを示している。この図から総供

給コストにおけるロジスティクスコストの重要性が分かる。ロジスティクスコストは通常、総供給コスト

の 30～40%を占める。 
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 （IRENA, 2019a）によると、2050 年までにはエネルギー部門で合計 19 EJ の再エネ水素が消費される。

つまり、2030 年までに約 700 GW、2050 年までに約 1,700 GW のエレクトロライザーを（設備の除却更

新を考慮しつつ）導入する必要があるということになる。このような進展と、コスト低減の要因となる過

去の技術に関する学習率を考慮すると（Junginger, 2018; Louwen et al., 2018）、エレクトロライザーコ

ストは、現在の 840 USD/kW から 2050 年までには半分以下の 375 USD/kW になるであろう。化石燃料

（CCS 付帯）の水素コストは、概して横ばいのままになると予想される。CCC（2018）によると、SMR

（CCS 付帯）由来の水素コストは、2025～2040 年に平均 2%上昇するとみられる。最先端の天然ガス改

質のコストは 13%上昇する一方で、石炭ガス化から得られる水素のコストは 11%減少する。単純にいえ

ば、水素製造向けの CCS 技術のコストは、この期間において一定であると考えられる。 

 投資コストに加え、各地域における太陽光・風力発電プロジェクトの LCOE、それぞれの設備利用率は

共に IRENA（2019b）から引用した。これに基づき再生可能エネルギー由来の水素製造コストの予測値を

推計し、CCS 付帯の化石燃料オプションと比較した。CCS 施設で未回収となる一部の CO2 については

CO2 価格を考慮した（図 14）。 

 低コストの風力発電・太陽光発電プロジェクトから製造される水素は、今後 5 年以内に化石燃料由来

の水素に対して競争力を獲得すると見込まれる。とくに天然ガスの SMR（CCS 付帯、天然ガス価格：

8USD/MM Btu）に対して競争力を得られるであろう。低コストの太陽光プロジェクトについては、8 年

以内のコスト競争力達成が見込まれる。すべてのケースで、再エネ水素のコストは 2030～2040 年に CCS

付帯の化石燃料を下回る。 
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 水素の発展の重要な推進力として、新たな取引の機会を開くことが挙げられる。水素は、最適な再生可

能エネルギー源があり、プロジェクト開発費用が安い場所において、最も低いコストで製造できる。この

水素は、国内で十分に安価なコストで水素を製造できる見込みがない消費国と取引できる。 

 同時に、水素は、産業部門の中で特定のエネルギー集約的なプロセスにとって、重要な投入エネルギー

になりうる。大量の水素を必要とする工程には、アンモニア製造、鉄鉱石の直接還元、メタノール製造な

どがある。水素は、製油所やバイオ燃料の精製所でも、ディーゼルおよびバイオディーゼルの製造に焦点

を置き、水素化分解用途で使用される。最終的に水素と CO2 は、いわゆるエレクトロフューエル（e-燃

料）の原料として利用でき、その品質は精製された石油製品と同等以上である。 

 再エネ水素製造の新しい取り組みは、国の経済に大きく貢献する可能性がある。雇用を創出し、水素を

他の資源（例：鉄鉱石）と併用して付加価値の高いコモディティ（例：鉄鉱石と水素を個別に輸出するの

ではなく、鉄）として輸出できれば、乗数効果をもたらすポテンシャルを持っている。 

 石油輸出国の多くは、再生可能エネルギー源が豊富であり、これらを組み合わせれば高い設備利用率で

極めて低コストの電力を提供できる（Wouters, 2019）。石油輸出国にとって、再エネ水素は低炭素燃料へ

の転換と経済の多様化への機会をもたらす。最初のステップとしては、精油事業での水素化分解および脱

硫に再エネ水素を利用し、e-燃料への足掛かりとすることができるだろう。 

 再エネ電力から水素を製造する動きは世界的に勢いを増している。オーストラリアは 2019 年に初め

て、再生可能エネルギーから製造したグリーン水素を少量、日本のエネルギー大手企業に輸出した

（Nagashima, 2018）。日本は水素の主要仕向国の 1 つであり、さまざまな国が自国のロードマップに日

本を組み込んでいる。日本は水素の輸入について、特にオーストラリア、チリ、ノルウェー、サウジアラ

ビアと連携している。 

⚫ オーストラリア：南オーストラリア州には、大規模な再エネ発電容量を備えているが、国内の他の地

域との連系は限られている。太陽光発電と風力発電から水素を製造するには理想的な地域であり、再

生可能エネルギー源の統合に役立つ。同時に電力需要が非常に少ない地域では、低コストな再エネ発

電についての大きなポテンシャルがあり、完全に水素専用の大規模製造施設を導入できる。オースト

ラリア北西部のピルバラ地域では、15 GW 規模の太陽光・風力発電が計画されている。主に現地の

鉄鉱石鉱業への電力供給を目的としているが、水素輸出も視野に入れている。 

➢ 発電所規模の太陽光発電コストは、2015 年の 90 USD/MWh から低下し、2020 年には 29.8～

41.2 USD/MWh に達すると予想される（Acil Allen Consulting and ARENA, 2018）。これによ

り、2020 年における太陽光発電システム由来の水素の均等化原価は、4.34～3.77/kg（2,600

全負荷時間）になると見込まれる。 

➢ エレクトロライザーのコスト削減および効率改善が予想されることから、ソーラーパネルから

の水素製造（2,600 全負荷時間）は、2030 年までには、21 USD/MWh の LCOE に対して 2.46 

USD/kg まで下がると考えられる。 
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➢ ARENA（2018）によると、オーストラリアは、全世界の水素需要の 3.5%をまかなうことを想定

しており、その大半は日本、韓国、中国、シンガポールへの輸出で占められる。水素の輸出は、

著しい経済成長と雇用創出をもたらす可能性がある。 

⚫ チリ：この国も、日本や韓国をはじめとする各国への水素輸出を目指した戦略を策定している。同国

の場合は、日照時間が年間 3,000 時間以上、降雨量が年間 2 ミリメートル未満のアタカマ砂漠など、

世界有数の太陽光資源を有し、低コストの水素製造に不可欠な安価で高容量の再生可能エネルギー

を活用している（チリのエネルギー省, 2018）。 

➢ 2017 年の入札プロセス（補助金なし）では、発電所規模の太陽光ユニットが 30 USD/MWh、

CSP 施設が 63 USD/MWh で落札された。 

➢ チリ産業開発公社（CORFO）は、PV/CSP の技術を統合することで、LCOE が 2025 年には 50 

USD/MWh、2035 年には 40 USD/MWh になり、それに応じて総合的な設備利用率は少なくと

も 50%を上回ると予想する（Baeza Jeria, 2017）。IRENA の想定によれば、これにより水素の均

等化原価は 2.7 USD/kg 前後になる。CORFO のエネルギーモデルによって、オングリッドでは

2025 年に 1.6 USD/kg まで下がることが確認された。 

➢ アタカマ砂漠の太陽光発電ポテンシャルをわずかでも活用すれば、年間 45 万トン以上の水素製

造につながる。 

⚫ ノルウェー：水力発電（または風力発電）と高温電気分解の組み合わせを提案している。製造された

水素は、液化して日本へ輸送する。本提案では、2.2 USD/kg の均等化原価を達成すると見込まれて

いる（Nagashima, 2018）。 

⚫ サウジアラビア：将来、サウジアラビアの水素は、電気コストの上昇をわずかな範囲に抑えながら設

備利用率の引き上げを目指し、風力・太陽光発電の組み合わせで製造できる見込みがある（WEC, 

2018）。CSP も、設備利用率の向上と高効率の電気分解の利用に大きく寄与できる（例：固体酸化物

電解セル（SOEC）向けに熱と電気を使用）。 

➢ サウジアラビアは、これまでの国際経験を踏まえて、水素の輸送キャリアとしてアンモニアを選

択、アンモニアの活用により、同国が想定する化石燃料からの転換を促進し得ると示唆してい

る。Nagashima（2018）によると、アンモニアのコストが 3.5 USD/kg であれば、サウジアラ

ビアで化石燃料とのパリティが達成される。 

➢ 最新の入札結果では、発電所規模の太陽光発電プロジェクトが 23.4 USD/MWh、ウィンドファー

ムが 21.3 USD/MWh であり（IRENA, 2019g）、これを前提とすれば、水素は現時点で、PV パ

ネルを利用して 3.95 USD/kg（2,100 全負荷時間）で、ウィンドファームでは 3.31 USD/kg（2,620

全負荷時間）で製造できる。これにしたがい、アンモニアの製造コストは、4.4～5.2 USD/kg と

なる。同国の DNI（直達日射量）は多く、スペインやモロッコといった最善の資源に匹敵する。

高い負荷率が保証されることから、CSP は重要な役割を果たすであろう。 

➢ 同国では、再生可能エネルギー由来の水素は、2030 年にパリティに達する。この時点で PV の

LCOE は 18 USD/MWh に低下し、現行の出力レベルのウィンドファームおよび CSP プラント

については 35～40 USD/MWh まで低下する。 
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➢ 同国の発電は化石燃料への依存度が高く、1 日約 100 万バレルを消費する。 

➢ 再生可能エネルギー由来の水素は、化石燃料の管理改善の一助となる。再エネ電力の目標が達成

できれば、電力部門の化石燃料消費量の 19%、141 百万石油換算バレル（Mboe）に相当する石

油消費量を削減することが可能になる。 

 世界エネルギー会議（WEC, 2018）がまとめたとおり（表 2）、各国は e-燃料サプライヤーとなるため

のさまざまなインセンティブや戦略を擁している。 

 

 

タイプ 特性 例 

フロント 

ランナー 

⚫ e-燃料がすでに国内（エネルギー）政策で注目されている。 

⚫ 輸出ポテンシャルが明らかで、e-燃料の準備態勢が整っている。 

⚫ 国際取引のパートナー関係が複雑ではない。 

→ とくに市場参入の初期段階で好都合 

ノルウェー 

隠れた 

チャンピオン 

⚫ 再生可能エネルギーのポテンシャルが基本的に未開拓である。 

⚫ 概ね成熟しているものの、過小評価されがちな（エネルギー）政策枠

組みがあり、十分に強固な執行機関がある。 

→ e-燃料は、適切な推進支援ですぐに重要なテーマになりうる。 

チリ 

強国 ⚫ 資源の利用可能性が潤沢である（広大な国土と豊富な再エネ電力との

組み合わせ）。 

⚫ e-燃料の準備態勢は必ずしも前提条件となっておらず、促進が必要 

→ 成熟した市場における e-燃料の需要規模を提示する。 

オーストラリア 

ポテンシャル

で大いに注目

されている国 

⚫ 欧州域内で e-燃料のポテンシャルが非常に高く議論の中心となって

いる。 

⚫ 欧州とのエネルギーパートナシップにより政治的な支援が醸成され

ている。 

→ 技術開発をリードする可能性：政治面での確固たる支援の有無に大き

く依存する。 

モロッコ 

転換する国 ⚫ 化石燃料源からグリーンエネルギー源へ、世界規模で長期的な転換が

起こっている。 

⚫ 長期成長戦略の選択肢として、e-燃料はポートフォリオを多様化させ

る。 

→ e-燃料の輸出技術開発に対する強力な動機付け：政治的な支援と需要

国とのパートナーシップが必要となる。 

サウジアラビア 

不確定な候補 ⚫ 再生可能エネルギーのポテンシャルが未開拓な部分があるが、気候変

動への取り組みは野心的となりうる国。 

⚫ e-燃料の輸出が国内のエネルギー需要増と競合している。 

→ e-燃料輸出の動機付けとポテンシャルが不明確－e-燃料の技術開発

は促進されるかもしれないが、輸出に関しては不確実。 

中国 

出典：WEC、2018 
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 エレクトロフューエル（e-燃料）は、水素と CO2 を反応させて（Box 4 参照）、ガソリン、ディーゼル、

ジェット燃料、ナフサに類似する特性をもつ液体製品として製造する。 

 水素ベースの e-燃料は、下記のような複数の理由から魅力的と考えられる。 

 水素より貯蔵しやすい。 

 既存のロジスティクスインフラと統合しやすい（ガスパイプライン、タンカー、燃料補給インフラ

での使用など）。 

 新規市場に参入できる（航空、輸送、貨物、建物暖房、石油化学製品の原料など）。 

 しかし、明らかな短所もある。生産プロセスに費用がかかること、気候ニュートラルな CO2 源が必要

であること、さらなる効率損失も発生する。加えて、戦略的リスクもある。コストはかかるが単純明快な

統合というソリューションに重きを置くと、根本的なソリューションへの変化を実現する取り組みが阻

害されることになる。たとえば、ガソリンを e-燃料で置き換えられれば、水素供給インフラを開発した

り、EV を導入する必要はないが、e-燃料を実現できなければ、貴重な時間が失われてしまう。これは大

きなリスクとなる。そのため、e-燃料の導入は、実行可能な代替案が存在しない部門に集中すべきである。 

Box 4：CO2直接空気回収 

 エネルギー転換の主な推進力は温室効果ガスの排出削減であるため、e-燃料の製造に使用する CO2 源

は重要である。化石燃料燃焼プロセス（発電所など）から CO2 を回収し、e-燃料を産出するために再エ

ネ水素と反応させる場合、なおかつこの e-燃料を化石燃料（ジェット燃料など）の代わりに使用する場

合には、双方のプロセスの総 CO2 排出量は半減する。しかしこれは、今世紀後半において世界経済を大

幅に脱炭素化することを打ち出したパリ協定の気候目標と一致しない。 

 そのため、オプションとして残るのは、バイオマス燃焼および直接空気回収（DAC）に由来する CO2 の

みとなる。前者は、コストはかからないもののポテンシャルが限られている（例：バイオマス燃焼は大規

模な発電所、バイオ燃料精製所、バガス・ボイラー、パルプ工場のみで実行可能）。後者（DAC）は、コ

ストはかかるが可能性は無限である。ただし、大幅なコスト削減と、DAC 技術への投資を促進する十分

なレベルの炭素価格が条件となる。 

 パイロット規模の DAC に関する最近のコスト見積は、これまでの予想よりは安く、CO21 トン当たり

94～232 USD の水準となっており（Keith et al., 2018）、2040 年までに 60 USD を下回るという予測も

ある（Fasihi et al., 2019）。Sutherland（2019）は、さまざまな条件での吸着剤を想定した場合、最低コ

ストが CO2 1 トン当たり 29～91 USD になるとした。このような価格水準の場合、再エネ水素と合成す

る e-燃料の製造において、DAC は有望なカーボンニュートラル炭素源となるであろう。また、この種の

最初のパイロットプラントで実証されているとおり、安全で長期的な地層貯留、あるいは固体内貯蔵と組

み合わせれば、ネガティブエミッションという面でも流れを変える技術となる可能性がある（Gutknecht 

et al., 2018）。  
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 水素は、エネルギー集約型のコモディティについて、新たな輸出機会を創出することができる。現在、

水素から製造される主な原料はアンモニアである。アンモニアは国際コモディティで、生産量は約 175 

Mt/年である。しかし、現時点ではアンモニア製造に使用する水素は、天然ガスと石炭から製造されてい

る。そして、とくにエネルギー集約的なプロセスであるハーバー・ボッシュ法によって、空気中の窒素と

反応させる。通常、原料としてのアンモニアは、固体または気体の窒素肥料（尿素、硝酸アンモニウムな

ど）に加工される。 

 アンモニアのエネルギー含量は 18.6 GJ/トンで、石油製品の約半分、バイオマスと同等であり、エネ

ルギーキャリアとしても利用できる。また炭素を含まない唯一の e-燃料であるため、他の e-燃料と異な

り純水素のようにカーボンフリーである。マイナス面としては、人間や（水源で漏洩が発生した場合は）

水中生物にとって極めて毒性が高い。燃焼を完全に最適化できなければ、窒素酸化物の排出源になるおそ

れもある。 

 メリットは、アンモニアが現時点ですでに原料として大量消費されていることである。したがって、再

エネ水素は既存のサプライチェーンやロジスティクスを利用して従来の需要をまかなうことができる。 

 重要性がますます高まっているもう 1 つの化学製品はメタノールである。現在メタノールは水素と一

酸化炭素を混合して製造されているが、一酸化炭素自体は天然ガスや石炭から製造される。しかし、メタ

ノールは水素および CO/CO2 ガスからも製造できる（Agarwal et al., 2019）。 

 メタノールは、添加燃料として利用できる可能性をもつ。たとえば、中国ではガソリン添加剤として使

用され、海運業でも活用されている。メタノールから水素を逆抽出するのは比較的容易である。たとえ

ば、交通機関の車載改質器を用いて輸送中に逆抽出すれば、内燃機関（ICE）でメタノールを使用するの

ではなく、燃料電池で水素を利用できて、化石燃料ベースと比較した場合、コストギャップが限定的であ

るため、需要が伸びている。デメリットは有毒で水溶性であり、米国をはじめとするいくつかの国で使用

禁止となっている点である。 

 水素ガスは、CO2 と反応させて合成メタンや液体燃料を製造できる。（水素/CO/CO2 混合）合成ガスか

ら合成液体燃料を製造する技術は実証済みであり、南アフリカでは商業規模で適用されているが、その原

料は石炭である。 

 合成天然ガスは、天然ガスインフラと成長を続ける強力な LNG 産業から便益を享受でき、発電や暖房

を含め、既存のインフラや装置での直接利用が可能である。現在、e-燃料の中で天然ガスとのコスト

ギャップが最も大きいのは、合成メタンである（表 3 参照）。しかし、DAC による CO2 の回収コストが大

幅に下落すれば、このギャップが改善される余地がある。 
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化学式 
水素原料 

［t H2/トン］ 

CO2 原料 

［t CO2/トン］ 

原料コスト 

［USD/トン］ 

総製造コスト 

［USD/トン］ 

化石燃料ベース

の製品価格 

［USD/トン］ 

アンモニア NH3 0.14 0 429 500～600 200～350 

メタノール CH4O 0.13 1.38 513 675 300～350 

合成メタン CH4 0.25 2.75 1025 1380 100～500 

合成石油製品 CH2 0.14 3.14 743 1000 500～800 

想定：水素 1 キログラム当たり 3 USD、CO21 トン当たり 100 USD、75～80%の転換効率。 

製品価格の出典：FAO、Methanex 

 前セクションで取り上げた燃料の一部は、原料として捉えることもできる。とくにアンモニアは肥料製

造の原料として多く使用されているが、カーボンフリーの燃料としても活用できる。処理工程全体におけ

るエネルギー損失は著しいが、水素を抽出するためにアンモニア分解するのではなく、燃料として利用す

れば損失を軽減できる（Obara, 2019）。 

 石油化学製品の主原料、また燃料添加剤として使用されているメタノールも同様である。将来的には直

接燃焼、あるいは燃料電池車の車載改質器で改質することで、燃料としての使用が可能になるであろう

（Agarwal et al., 2019）。 

 水素が排出量削減に大きく寄与できる主要プロセスとして、再エネ水素の活用による鉄鉱石の直接還

元製鉄が挙げられる。再エネ水素ベースの鉄の生産は、CO2 価格が約 67 USD/トンの場合に従来の高炉

に代わる実行可能な選択肢となり、低コストの再エネ電力が利用できれば、最も低コスト・低炭素な製造

ルートとなる（IRENA 算出）。世界の鉄鉱石の半分以上は、中国、オーストラリア、ブラジルで生産され

ている。また、中国は現時点で世界最大の鉄鋼生産国でもあり、生産量シェアは世界全体の約 3 分の 2 と

なっている。 

 オーストラリアとブラジルは、鉄鉱石に代えて直接還元鉄（DRI）を輸出可能である。DRI をさらに加

工すれば鋼鉄となるが、その際は再生可能エネルギーで稼働する電気アーク炉での処理が理想である。こ

うした戦略は世界の CO2 排出量を大幅に削減する。同時に、原材料と質の高い再生可能エネルギー資源

が豊富な国では付加価値が高まり、中国、日本、韓国など、鉄鉱石を鉄鋼へ加工している国々での生産も

維持される。一方、中国は潤沢で低コストな再生可能エネルギー源を活かし、国内で生産量が増えている

鉄鉱石の採掘場所で電気分解により水素を製造し（Li, 2018）、オンサイトで DRI に加工することで鉄鉱

石の輸送を回避できる。鉄鉱石の代わりに鉄を輸送すれば、輸送重量は約 3 分の 1 減少し、経済便益が

もたらされる。 
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 水素ベースの鉄鋼生産は、すでに商業規模で適用されており、新たな製造手段を模索する研究開発が多

数進められている。世界全体のポテンシャルは大きく、約 2.5 ギガトン（Gt）に上る現在の鉄鋼業の CO2

排出量に対し、鉄鋼生産とコモディティ取引手段に 9,000 億 USD を投資することで、推定 0.8 Gt の排出

量を削減できる。この金額は、エネルギー部門の総投資ニーズの 0.7%に相当し、世界全体のエネルギー

関連の CO2 排出量の 2.3%削減につながる。 

 これを実現するには、水素ベースの DRI 生産能力を、世界全体で現行水準から 7 倍に拡大しなければ

ならない。水素については、世界の一次エネルギー供給の 1%に相当する年間約 5 EJ（または 4,600 億立

法メートル）が必要となる。適正な産業政策と気候政策が導入されれば、この産業が 2025 年以降本格的

に発展する可能性がある。最後に、現在鉄鋼生産の中心となっている中国などから石炭利用とコークス製

造を移転させることで付与される地域の健康面での便益も、あらゆる費用効果分析で考慮すべきである

（IRENA 分析）。  
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 水素の規模拡大に関する IRENA の主な提言は次のとおりである。 

エネルギー転換における水素の戦略的役割を認識する。 

 エネルギー転換の広範な取り組みの一環として水素を認識する。水素の役割は、今後 10 年間は控え

めであり、さらにコスト削減が求められるが、その後は拡大して 2050 年までに多大な貢献が見込ま

れる。政府と民間セクターは、この見通しの実現に向けて取り組みを強化すべきである。気候および

エネルギー関連の目標は、水素の未来と整合性を持たせる必要がある。 

 長期的な供給オプションとしてグリーン水素に重点を置く。再エネ電力由来の水素製造は、長期的な

水素供給について、現時点で唯一の持続可能なオプションである。グリーン水素の供給は、最適条件

下では競争力を有し、その競争力は今後数十年間で徐々に伸びていくであろう。低コストの再エネ電

力、エレクトロライザーのコスト削減と効率改善、電力系統の統合といった側面はすべて注目に値す

る。化石燃料（CCS 付帯）由来のブルー水素も移行期のソリューションとして、とりわけ低コスト

の化石燃料が賦存し、利用可能な貯留サイトがあり、水素向けに改造できる天然ガスのパイプライン

システムが存在するという場合にその役割を果たすことができる。 

 2020 年を期限とするパリ協定の「自国で決定する貢献案（NDC）」修正に際して、水素経済を盛り

込む。気候変動対策は、水素経済への転換を導く主要な原動力である。よって、水素経済のポテン

シャルを NDC に反映させることは、エネルギーシステムにとって不可欠である。NDC の初回の修

正は 2020 年が期限であり、次の機会は 2025 年となる。気候プロセスにおいて、温室効果ガス排出

削減の重要なオプションとして、グリーン水素への理解を深める必要がある。 

 クリーン水素の利用拡大に向けては、エネルギー市場の刺激策がいくつかある。例として、持続可能

な水素製造に関する義務的目標の設定（フランスのエネルギー戦略で採用されている目標など）、天

然ガスとの混合率の義務化、あるいは輸送部門における水素の利用促進に関する再生可能エネル

ギー指令の実施（欧州委員会の RED II 提案など）が挙げられる。 

 

クリーンで効率的な水素利用を実現し、義務付ける。 

 カーボンフリー水素の供給について、認証制度と規制を策定する。今後は、いかなる水素の供給も気

候変動対策との両立確保が必須である。とくに、水素を遠隔地から輸送する場合は、原産地の特定が

必要である。 

 情報共有：国際的なベストプラクティスを文書化し、共有する。水素分野は現在も急速な進化の途上

である。技術、規制枠組み、規格のすべてをさらに発展させなければならない。 

 水素供給と利用の高い効率性を確保する。水素ガスの揮発性は、変換、輸送および貯蔵の際のエネル

ギー利用について、著しい効率損失を意味する。同時に、水素利用は、従来の化石燃料の利用と比べ

て高効率になりうる。全体として高い効率を確保するには技術改善が必要である。 

 水素供給インフラと実行可能な移行道筋により重点を置く。 
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 天然ガスパイプラインシステムを水素輸送に再利用する可能性について理解を深め、材料やエンド

ユースの諸課題を評価する。今後数年間で数多くの実証プロジェクトが操業を開始し、輸送パイプラ

イン、ガス供給システムと供給対象地区が水素利用へと転換する。さまざまな研究成果から（DNV 

GL, 2017a; Dodds and Demoullin, 2013; E.ON, 2019; Judd and Pinchbeck, 2016; Quarton and 

Samsatli, 2018）、ガスパイプラインシステムの転換は実行可能であると示唆されているが、技術・

経済面の実現可能性は、実践によってのみ明らかになる。実践例の確実な文書化と、教訓の周知は極

めて重要となる。ガスシステムが拡大している中国のような国では、水素への早期転換がしやすい設

計を、投資初期段階から検討する意義がある。 

 技術協力し、規制・規格・基準の調和について協調する。天然ガスパイプラインシステム、地下貯蔵、

燃焼器での気体混合物の使用に関する規格は、一般的に、天然ガスに含まれる水素数パーセントであ

るという観点から策定されている。水素ガスの使用が標準的となった場合には、これらの規格を改訂

しなければならない。初期の技術評価では、規格を水素向けに改訂する余地はあると示唆されてい

る。各国の標準化機関や国際標準化機構（ISO）などの国際機関は、このプロセスにおいて重要な役

割を果たす。規制機関は、規格の実施に実質的に参画しなければならない。規格の改訂についてコン

センサスを醸成し獲得するまでには長期の過程を要する。これが中期的なアクションへの障壁とな

らないよう、今すぐ行動を起こす必要がある。 

 研究開発、アップスケール、経験による学習を通じてグリーン水素の供給コストを削減しつつ、水素

のインフラ開発を促進する。グリーン水素は技術的に実現可能であり、多くの場合、現時点で利用可

能となっているが、水素がエネルギー転換の重要な部分を担うという期待に応えられるよう、今後数

十年間で大々的にスケールアップする必要がある。 

 

新たな水素市場の開拓 

 トラック輸送や産業など、脱炭素化が困難な部門での新たな用途を検討する。トラック輸送に関し

て、低コスト水素の利用可能性は重大な要素となる。産業部門では、グリーン水素をベースにしたア

ンモニア製造は、今日技術的に実現可能である。鉄鋼生産においてはさらなるプロセス開発が必要だ

が、地球規模の気候変動への恩恵はかなり大きいであろう。鉄道、海運、航空も有望な適用分野であ

る。新たな水素コモディティの取引によって、今日の主要な産油・ガス国に対して経済的な見通しが

もたらされるため、エネルギー転換を巡る説得材料となる。 

 航空、海運、化学および石油化学製品部門へのパワー・ツー・X および e-燃料の適用用途を検討す

る。現在のコストは高いものの削減余地は大きいため、代替オプションが限定的または欠如している

部門に対し、脱炭素化へ向けての技術的に実現可能で安価なソリューションを創出する一助となる。

バイオマス燃焼プロセスや CO2 の直接空気回収など、持続可能な CO2 源を長期的に利用することが

極めて重要となる。 

 未来のエネルギーシステムへの転換において、変動性再エネ電力の導入を実現する手段として水素

を検討する。柔軟性と電力需要増に関する便益、そして再生可能エネルギーのシェア拡大が実現でき

るということは、エネルギー転換ソリューションの 1 つとして水素を検討する上で、説得力のある

理由となる。 
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 水素製造と水素コモディティの製造を両立できるサイトで実証プロジェクトを立ち上げる。たとえ

ば、鉄、アンモニア、合成燃料の製造によって水素の輸送コストを削減するプロジェクトなどが含ま

れる。 

 

次のステップ：今後の取組みに向けて 

 電気分解で水素を製造し、高いシェアの再エネ電力を電力系統に統合するメリットについての理解

を深める。とくに、季節貯蔵の経済性とエレクトロライザーの需要側としての柔軟性について理解を

高める必要がある。 

 エレクトロライザーのコスト削減、そして、変動性電源の稼働に基づき、部分負荷電源として運用す

るポテンシャルについての理解を深める。ランプ速度を高める能力、将来のエレクトロライザーに関

する多様な設計の特性、さまざまな稼働条件下での劣化など、水素のコストに影響を及ぼすことが把

握すべき内容に含まれる。 

 エレクトロライザーの投資コストを 200 USD/kW 以下に削減する余地と確率について理解を高め

る。 

 天然ガスから水素向けにパイプラインシステムを転換する際の課題についての理解を深める。 

 水素燃料チェーンの効率損失とこれを低減するためのオプションについて理解を深める。 

 ブルー水素の製造における温室効果ガスの削減余地に関する理解を高める。 

 パワー・ツー・X など、水素のポテンシャル評価についてベストプラクティスを共有するとともに、

国際共同研究に参画し、普及啓発や規制面の障壁、規格・基準などにも対処する。 

 さまざまな国や地域における低コストで大規模なグリーン水素製造に関するポテンシャルを評価し、

利用可能な最善の再生可能エネルギー資源を活用する。 

 燃料電池の水素キャリアとしてのメタノール・エタノール利用も含め、水素が実現するクリーンエネ

ルギーの未来について、可能性のある経路をさらに分析する。 

 水素と再エネ電力を基に、エネルギー集約型コモディティの製造活動を再配置することによって、エ

ネルギー安全保障の強化と環境へのインパクトを低減する可能性を探索する。 

 IRENA の実績を踏まえて、水素経済による社会経済的影響への理解を深める。 

 IRENA の「エネルギー変容の地政学に関する世界委員会」の実績を踏まえて、水素の地政学につい

ての理解を深める。 
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